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研究要旨 

目的 本研究は(1)特別支援学校・学級における強度行動障害についての実態調査とアセ

スメントツールの開発、(2)支援者に対する研修プログラムの作成と検証、(3)情報共有シ

ステムの構築を目的とした。方法 (1)アセスメントツールとしての日本版 BPI の開発。

(2)研修システムについては福祉職員と学校教員の行動障害研修に関するニーズ調査と機

能分析を用いた研修効果の検証を実施した。(3)情報共有システムについては WEB 版行

動観察シートの研修活用と分析、また保護者の情報発信による SNS での他機関連携につ

いて、保護者や支援機関職員のインタビュー調査を行った。結果と考察 BPI-S 日本語

版については、適度な信頼性と妥当性が認められ、知的障害児者の行動障害を評価する

量的な尺度として有用であると考えられた。ニーズ調査については特に成人を対象とす

る福祉職員が特別支援学校の教師と比べ、困難さがみられ、同時に経験年数による研修

ニーズの変化みとめられ対応した研修のあり方を再検討する必要性が示唆された。機能

分析を用いた研修成果については 131 名の分析から参加者の知識の向上とともに行動障

害のある利用者の改善が統計的にも示された。情報共有や ICT の活用についてはモバイ

ル端末向けの行動測定支援アプリケーションの開発を行い、研修場面と実際の保護者も

交えた連携場面での有用性が示された。地域支援システムの構築に向けて、英国におけ

る家族支援に基づく行動障害支援に関する実地調査を実施した。行動障害の理解啓発と

支援定着のための具体的な戦略を検討する必要が示された。特に行動障害のある人の家

族への支援として、保護者に対する行動障害についての正しい理解や権利擁護に関する

情報提供の推進、家族と医療、教育、福祉などの関係者との協働研究の推進が重要であ

ることが示唆された。 

課題としては、ソフトウエアやプラットホームの開発と同時に環境整備やガイドライン

の作成、保護者向けの啓発システムの整備などが示された。アセスメントツール開発と

ともにそれを活用していけるための研修や物理的環境条件やルール整備についての研究

を今後推進していくことが必要である。 

 

A．目的 

行動障害・強度行動障害に関する研究は

今まで、福祉、教育、医療と別々に行われ、

その連携は十分でない。重篤な行動障害の

ある人々の生活を支えていくためにはそれ

ぞれの領域の密度の濃い継続的連携が不可

欠である。本研究は３年間で(1)行動障害が

重篤化する学齢段階でのアセスメント方法

の開発、(2)学校を含めた福祉・医療に対す

る研修システムの開発、(3)教育・福祉・医

療施設でのコンサルテーションを遠隔で可

能にするための情報共有システムの開発を

行い、支援学校・学級を含め、地域に実装

しその効果を検証することを目的とする。 

平成 26年度から 27年度で(1)特別支援学

校・学級における強度行動障害についての

実態調査とアセスメントツールの開発、(2)

支援者に対する研修プログラムの作成と検

証、(3)情報共有システムの構築を行い、28

年度においては、アセスメント、研修プロ
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グラム、情報共有システムよるコンサルテ

ーションを統合的に運用しその効果を検証

することを目的とする。 

 

B. 方法及び C 結果 

 

１．行動障害の評価尺度 BPI（Behavior 

Problems Inventory）日本語版の開発に関

する研究 

（稲田尚子・井上雅彦） 

本研究では、学校・福祉・医療施設で共

通に使用できる行動障害の評価尺度とし

て、  欧米で広く使用されている BPI-S

（ Behavior Problems Inventory-Short 

Form（問題行動評価尺度短縮版）；Rojahn 

et al., 2012a, 2012b）日本語版の信頼性と

妥当性を検討した。BPI-S は全 30 項目から

なり、3 つの下位尺度と構成項目数は以下

の通りである：自傷行動 8 項目、攻撃的／

破壊的行動 12 項目、常同行動 10 項目。自

傷行動および攻撃的破壊行動下位尺度で

は、その頻度と重症度を評価し、常同行動

下位尺度では頻度のみを評価し、いずれも

得点が高いほど頻度や重症度が高くなる。

評定者間信頼性の対象は、特別支援学校に

在籍する生徒 31 名（男：女=23:8、平均年

齢±標準偏差＝14.00±3.02 歳）、妥当性検

討の対象は、特別支援学校に在籍する生徒

または医療機関に入院する知的障害のある

患者 232 名（男：女：不明＝145：84：3、

平均年齢±標準偏差＝21.63±12.15 歳）で

あった。評定者間信頼性検討のために、担

任と副担任など、対象をよく知る異なる 2

名が独立して BPI-S に回答してもらい。自

傷行動、常同行動、攻撃的／破壊的行動の

下位尺度ごとの頻度合計得点、重症度合計

得点、および全体の合計得点について、

Spearman の相関係数を求めた。その結果、

相関係数は 0.635～.861 の値をとり（いず

れも p<.001）、全体の頻度平均得点間の相

関係数は.641（p<.001）、全体の重症度平均

得点間の相関係数は.796（p<.001）であっ

た。妥当性検討のためには、知的障害の程

度（軽度、中度、重度、最重度）別に全体

の頻度合計得点を比較したところ、最重度

と軽度・中度の得点に有意な差が認められ、

知的障害の程度が重篤なほど全体の頻度合

計得点が高いことが明らかとなった。基準

関連妥当性を検討するために、全体の頻度

合計得点と強度行動障害判定基準表の合計

得 点 、 ABC-J （ Abnormal Behavior 

Checklist-Japanese version：異常行動尺度

日本語版）の合計得点について、Spearman

の相関係数を求めたところ、それぞれ

r=.499（p<.001）、r=.699（p<.001）であ

り、中程度の相関関係が認められた。BPI-S

日本語版については、適度な信頼性と妥当

性が認められ、知的障害児者の行動障害を

評価する量的な尺度として有用であると考

えられた。 

 

２．行動障害に対応する特別支援学校教師・

福祉職員の困難さとニーズに関する調査 

（井上雅彦・金子周平） 

行動障害への支援を行う特別支援学校教員と

福祉職員に対して、その困難さやニーズに関

する調査を行った。調査項目の因子分析の結

果、3 因子を抽出した。因子名は「連携や情

報共有の困難さ（6 項目、α=.88）」「職場環

境の困難さ（6 項目、α=.80）」「支援や対応

の困難さ（7 項目、α=.77）」となった。特に

成人を対象とする福祉職員が特別支援学校の
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教師と比べ、困難さがみられ、同時に研修ニ

ーズも強いことが示された。 

所属施設・学校（小・中・高）別、経験年

数別の得点の比較から、1 年目から 5 年未満

には領域（教育、福祉）に関わらず同等の困

難さを抱えていることが明らかになった。年

齢とともに支援や対応の困難さは低下するこ

とが一部分には示唆されたが、特に、成人の

入所・通所施設の職員は経験年数とともに困

難さが解消されていない可能性がある。困難

さの要因を探りつつ、各領域の実情に合わせ

た研修目標を設定すべきであろう。 

 

３．福祉施設職員を対象とした機能分析を用

いた行動障害に対する支援者養成研修の効

果(3) 

（井上雅彦・綾木香名子） 

本研究では行動障害のある利用者を担当

する福祉職員を対象として、機能分析に基

づくスタッフトレーニングプログラムを連

続 5 回と事例発表会 1 回の計 6 回を鳥取県

（平成 13-16 年）と東京都（平成 14-16 年）

で実施し、その効果を検討した。延べ受講

者 131 名の参加者と担当している行動障害

のある対象者の事前事後の変化について分

析した。参加者については、行動変容法に

対する知識は有意に上昇し、GHQ による健

康度は改善を示した。行動障害を有する利

用者の行動改善については行動障害の指標

である ABC-J、強度行動障害判定尺度の事

前事後の平均得点は統計的に有意な減少を

示した。本研修プログラムの有効性につい

て論じた。 

今後、研究的には統制群の設定や、

Fidelity、社会的妥当性の測定などを行う

ことでより客観的なデータ収集を行うこ

と、本プログラムをマニュアル化し、他地

域での専門家実施による追試などが求めら

れる。またプログラムの発展としては、記

録を容易にするための支援ツールの開発

や、ネットなどを活用したスーパービジョ

ンシステムの開発などが考えられる。 

 

４．強度行動障害のある人の支援を目的と

した行動測定支援アプリケーションの開発       

（川村尚生・東野正幸・井上雅彦） 

学齢期に重篤化する強度行動障害の予防

と治療においてコンサルテーションを効果

的に実施するためには，教育機関・福祉施

設・医療機関等の組織間において，正確性・

容易性・安全性を備えた情報共有手段の確

立が重要となる．しかし，実際の現場にお

いては，紙媒体への記録と手作業によるデ

ータ化手法が用いられることが多い．手作

業によるデータの取り扱いは，情報共有に

おける正確性・容易性・安全性の担保が難

しく，複数の組織間での効果的な情報共有

手段の確立が課題となっている．本研究で

は，強度行動障害における問題行動への支

援手法において最もエビデンスのある機能

分析を用いた支援手法に情報通信技術を導

入し，複数の組織間の情報共有における正

確性・容易性・安全性を実現することを目

的とするモバイル端末向けのアプリケーシ

ョンの開発により課題の解決を検討した． 

 

５．WEB 版行動観察シートの活用効果と課題  

（井上雅彦・中谷啓太） 

障害福祉の現場で職員をサポートするため

の ICT 利用が注目される中、これまでの研究

により ICT利用が職員にとって非効率だと感

じさせてしまう点があることが示唆されてい

た。本研究では ICT を利用した強度行動障害
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支援者研修に参加した 35 名の障害福祉サー

ビス職員へ職場の ICT利用環境と ICT利用の

阻害要因についてアンケート調査を実施した。

また､研修内でWEB版行動観察シートを利用

しなかった群に実施したアンケートから､

ICT 利用を促す要因を分析した｡その結果、

殆どの職場で ICT を利用する環境が整って

いることが明らかとなったが、個人情報保

護の観点から利用を拒否するケースや、

ICT のソフト面での使いにくさから利用し

なかったケースが示された。以上のことか

ら、今後障害福祉の現場で ICT を推進して

いく上で、必要と思われる要件について考

察した。 

 

６．グループウェアを用いたオンライン

での多機関連携に関するメンバーのニーズ 

（井上雅彦・中谷啓太） 

 

医療・福祉・教育・家族の連携ネットワ

ークの重要性が指摘され、ICT 活用の必要

性がいわれているが、情報管理の側面から

は、特定機関が個人情報を管理することへ

の課題がある。本研究では、定期的な会議を

持ち、オンライン上でも多機関での情報共有を行

っている強度行動障害と重度知的障害を有する児

童の支援事例について、保護者及び行動援護及び

デイサービス等の福祉機関職員の計 8 名を対象に

半構造化面接をおこない､情報共有を目的とした

ネット上での多機関連携について利点と課題につ

いて分析した。グループウェアを用いたネット上

での多機関連携は、支援者の支援サービスの質を

高めるだけでなく、支援者の業務をサポートする

可能性が示された。一方で、多くの支援者は、支

援対象児の適応的な様子を報告する傾向があり、

保護者や支援者の困り感にコミットしにくい傾向

に陥る可能性が示された。また、学校のグループ

ウェアへの参加はほとんどの参加者が望んでいる

一方で、その実現は大きな課題となっていること

が示された。支援者の多くは利便性から個人端末

を利用しており、個人情報保護の観点からガイド

ラインを制定する必要性があることが示された。 

  

７．英国における家族支援に基づく行動障

害支援に関する実地調査 

（井上雅彦・岡村章司） 

      

英国における親が設立した行動障害支援協

会（The Challenging Behavior Foundation; 

CBF）を訪問し、行動障害への支援システム

や理解啓発の方法に関する実地調査を行った。

行動障害支援協会は国や学術機関、民間支援

団体と協働しながら、行動障害児者とその家

族への支援事業を幅広く展開していた。家族

支援では、情報提供、電話や E メールでの相

談、メンターによる支援、メールネットワー

クの管理を行っていた。専門家養成では、ワ

ークショップを運営し、広く情報を提供して

いた。理解啓発では、支援関係者等と組織を

起ち上げ、行動障害の科学的エビデンスの収

集やベストプラクティスの共有を行い、地域

行政や政府に対して啓発やアドボケーション

を図っていた。これらの調査結果から、わが

国における行動障害支援システムの実装に向

けて、行動障害の理解啓発と支援定着のため

の具体的な戦略を検討する必要が示された。

特に行動障害のある人の家族への支援として、

保護者に対する行動障害についての正しい理

解や権利擁護に関する情報提供の推進、家族

と医療、教育、福祉などの関係者との協働研

究の推進が重要であることが示唆された。 

Ｄ 考察 
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本研究は、(1)特別支援学校・学級におけ

る強度行動障害についての実態調査とアセ

スメントツールの開発、(2)支援者に対する

研修プログラムの作成と検証、(3)情報共有

システムの構築を目的とした。 

昨年度までの研究班による行動障害が重

篤化する学齢期の調査の結果、アセスメン

トの不足や連携が課題として明らかになっ

た。本年度はこれを受けて、学校現場での

行動障害アセスメントツールとしての日本

版 BPI の開発を行った。結果 BPI の短縮版

である BPI-S 日本語版については、適度な

信頼性と妥当性が認められ、知的障害児者

の行動障害を評価する量的な尺度として有

用であると考えられた。 

研修ニーズについては知的障害特別支援

学校教員と福祉職員の行動障害研修に関す

るニーズ調査を実施し、職種や経験年数な

どの違いについて分析を行った。結果、所

属施設・学校（小・中・高）別、経験年数別

の得点の比較から、1 年目から 5 年未満には

領域（教育、福祉）に関わらず同等の困難さ

を抱えていることが明らかになった。年齢と

ともに支援や対応の困難さは低下することが

一部分には示唆されたが、特に、成人の入所・

通所施設の職員は経験年数とともに困難さが

解消されていない可能性が指摘された。国が

実施している強度行動障害支援者養成研修に

などおいて経験年数に応じた内容の提供、特

に職場内連携や情報共有について、より効果

的な内容の提供が求められる。 

このような情報の共有化については昨年度、

連携における ICT 活用を促進するための、

WEB 版行動観察シートの開発、本年度のモバ

イル端末向けのアプリケーションの開発は有

用であると考えられる。本年度は実際にこれ

らの ICT ツールを実際に東京と鳥取で行われ

た強度行動障害支援のアドバンス（専門）研

修に適用し、活用のための条件、メリット、

デメリットについて検討した。また保護者と

複数の支援者間の情報共有システムとして

ICT がどのように活用可能か実際に運用して

いる保護者と複数の支援者に面接調査を実施

した。両研究から、ICT 機器の活用条件とし

て、職場のネット活用環境だけでなく、ガイ

ドラインや個人情報保護のためのルールの策

定が必要とされることが示された。地域での

行動障害支援と連携にこれらの ICT 技術を活

用するためのシステムの参考にするため、英

国の英国行動障害支援協会（The Challenging 

Behavior Foundation; CBF）に訪問調査を行

った。協会の活動としては機能分析的アプロ

ーチをベースとして、行動障害の予防のため

の保護者に対する啓発、支援のための情報提

供、複数の大学や研究機関と共同した研修を

コーディネートしていることが特徴的であっ

た。 

行動障害においては支援の第一選択として

機能分析によるアプローチが有効であること

はいうまでもないが、それをアセスメントす

るためのツールの充実が望まれる。今回の研

究では、スクリーニングのための質問紙とし

ての BPI-S、機能的アセスメントと連携のた

めの WEB 版行動観察シート、測定のための

モバイルアプリを開発した。ICT 技術を活用

することで行動の記録がアシストされること

での治療効果の向上については今後の検証課

題となる。このようなアセスメントや ICT

ツールの開発に加えて、今後地域で行動障

害に関するライフステージを通した継続的

な支援システムを確立していくためには、

啓発活動や情報提供、職種や経験やニーズ



7 
 

に合わせた研修やコンサルテーションを提

供できる中核的機関の存在と、各地域の協

力機関の役割を作っていく必要があると考

える。 

 

F 健康危険情報 

  特になし 

G 関連研究発表 

  別紙 

H 知的財産権の出願・登録状況 

  特になし 

 

 

 

 



 

平成 28 年度厚生労働科学研究（障害者対策総合研究事業） 

 
医療・教育・福祉の連携による行動障害のある児・者への支援方法に関する研究 

 
分担研究                                                                                  

行動障害の評価尺度 BPI（Behavior Problems Inventory）日本語版の開発に関する研究 

 

    分担研究者  稲田尚子 （東京大学大学院教育学研究科）  
研究協力者  井上雅彦 （鳥取大学医学系研究科） 

 

研究要旨 : 本研究では、学校・福祉・医療施設で共通に使用できる行動障害の評価尺度として、 

欧米で広く使用されている BPI-S（Behavior Problems Inventory-Short Form（問題行動評価尺度

短縮版）；Rojahn et al., 2012a, 2012b）日本語版の信頼性と妥当性を検討した。BPI-S は全 30

項目からなり、3 つの下位尺度と構成項目数は以下の通りである：自傷行動 8 項目、攻撃的／

破壊的行動 12 項目、常同行動 10 項目。自傷行動および攻撃的破壊行動下位尺度では、その頻

度と重症度を評価し、常同行動下位尺度では頻度のみを評価し、いずれも得点が高いほど頻度

や重症度が高くなる。評定者間信頼性の対象は、特別支援学校に在籍する生徒 31 名（男：女

=23:8、平均年齢±標準偏差＝14.00±3.02 歳）、妥当性検討の対象は、特別支援学校に在籍す

る生徒または医療機関に入院する知的障害のある患者 232 名（男：女：不明＝145：84：3、平

均年齢±標準偏差＝21.63±12.15 歳）であった。評定者間信頼性検討のために、担任と副担任

など、対象をよく知る異なる 2 名が独立して BPI-S に回答してもらい。自傷行動、常同行動、

攻撃的／破壊的行動の下位尺度ごとの頻度合計得点、重症度合計得点、および全体の合計得点

について、Spearman の相関係数を求めた。その結果、相関係数は 0.635～.861 の値をとり（い

ずれも p<.001）、全体の頻度平均得点間の相関係数は.641（p<.001）、全体の重症度平均得点

間の相関係数は.796（p<.001）であった。妥当性検討のためには、知的障害の程度（軽度、中

度、重度、最重度）別に全体の頻度合計得点を比較したところ、最重度と軽度・中度の得点に

有意な差が認められ、知的障害の程度が重篤なほど全体の頻度合計得点が高いことが明らかと

なった。基準関連妥当性を検討するために、全体の頻度合計得点と強度行動障害判定基準表の

合計得点、ABC-J（Abnormal Behavior Checklist-Japanese version：異常行動尺度日本語版）の合

計得点について、Spearmanの相関係数を求めたところ、それぞれ r=.499（p<.001）、r=.699（p<.001）

であり、中程度の相関関係が認められた。BPI-S 日本語版については、適度な信頼性と妥当性

が認められ、知的障害児者の行動障害を評価する量的な尺度として有用であると考えられる。 

 

A．研究目的  

行動障害は、知的障害のある人の 5-10％程度

にみられ、自閉症スペクトラム障害との関連が

強く示されておいる。行動障害は、10 歳以降で

重篤化する傾向があることが指摘され、重篤化

の予防と治療のためライフステージを通した福

祉・医療・教育を含めた高密度の連携システム

の構築が喫緊の課題である。この目的の実現に

は行動障害の評価システムの確立が急務である。 



 

行動障害が学齢期について十分な治療教育が

行われにくい要因として、知能検査などの認知

発達の評価システムと比較し、行動障害に関す

る評価システムが十分に確立していないことが

あげられる。平成 26 年度は、井上ら（2015）

が特別支援学校での強度行動障害に対する実態

調査を行った結果、簡便な行動障害評価システ

ムの必要性が示された。現在、日本で行動障害

の評価に使用できる尺度としては、福祉行政の

中で開発された強度行動障害判定基準表や、医

療のために開発された ABC-J などがある。しか

しながら、これら既存の評価尺度は学校現場で

は使用しにくいという声もある。 

本研究では、学校・福祉・医療施設で共通に

使用できる行動障害の評価尺度として、 欧米で

広く使用されている BPI-S（Behavior Problems 

Inventory-Short Form（問題行動評価尺度短縮

版）；Rojahn et al., 2012a, 2012b）日本語版

の信頼性と妥当性の検討を行った。 

 

B．方法 

対象 

評定者間信頼性 

対象は、特別支援学校に在籍する生徒 31 名

（男：女=23:8）であり、平均年齢（±標準偏差）

は 14.00（±3.02）歳であった。 

 

妥当性 

 対象は、特別支援学校に在籍する生徒または

医療機関に入院する知的障害のある患者 232 名

（男：女：不明＝145：84：3、平均年齢±標準

偏差＝21.63±12.15 歳）であった。 

 

手続き 

評定者間信頼性  

対象の担任と副担任など、対象をよく知る異

なる2名が独立してBPI-Sに回答してもらった。 

自傷行動、常同行動、攻撃的／破壊的行動の下

位尺度ごとの頻度合計得点、重症度合計得点、

および全体の合計得点について、Spearman の相

関係数を求めた。 

 

知的障害の程度との関連 

知的障害の程度（軽度、中度、重度、最重度）

別に全体の頻度合計得点について、一言配置分

散分析を行い、差が見られた場合には追比較を

行った。 

 

基準関連妥当性 

 基準関連妥当性を検討するために、全体の頻

度合計得点と強度行動障害判定基準表の合計得

点、ABC-J（Abnormal Behavior Checklist-Japanese 

version：異常行動尺度日本語版）の合計得点原

版について、Spearman の相関係数を求めた。 

 

尺度 

BPI-S 

   BPI-S は、知的障害あるいはその他の発達障

害のある人の自傷行動、常同行動、攻撃的／破

壊的行動について、対象者をよく知る他者記入

式の質問紙である。全 30 項目からなり、下位尺

度は自傷行動 8 項目、攻撃的／破壊的行動 10

項目、常同行動 12 項目、である。行動上の問題

とするためには、当該項目が少なくとも過去 2

か月の間に１回以上生起する必要がある。BPI-01

の短縮版であるがBPI-01の項目と全く同じもの

と、BPI-01 の項目から抜粋し統合したりしてい

るものがあり、自傷行動 8 項目のうち前者は 4

項目、後者は 4 項目である。攻撃的／破壊的行

動 10 項目のうち前者 9 項目、後者 1 項目、常同

行動 12 項目のうち前者は 7 項目、後者は 5 項目

である。各項目は、頻度と重症度を分けて評定

するようになっているが、常同行動については

頻度のみを評定する。頻度は 5 件法（0＝一度も

ない、1=1 ヵ月に一度、2=1 週間に一度、3＝1

日に一度、4＝1 時間に一度）で評定し、重症度

は 4 件法（0＝問題なし、1＝軽度の問題、2=中

度の問題、3=重度の問題）で評定する。得点が



 

高くなるほど、頻度が高くなり、また重症度も

重くなる。自傷行動の包括的定義は、「自傷行

動は、自分自身の身体に損傷を与える行動を指

す；例：損傷は、すでに起きている場合もあれ

ば、それをやめさせなければ起きることが予想

される場合もある。自傷行動は同じやり方で何

度も何度も繰り返され、その人に特徴的な行動

である。」、常同行動の包括的定義は、「常同

行動は、一般の人には異常で、奇妙で、不適切

に見えるものである。常同行動は、同じやり方

で何度も何度も繰り返される自発的な行為であ

り、その人に特徴的な行動である。しかしなが

ら、常同行動は、身体的な損傷を引き起こさな

い。」、攻撃的／破壊的行動の包括的定義は、

「攻撃的／破壊的行動は、 攻撃的な行為であり、

また他の人や物に直接向けて明らかな攻撃をす

ることである。攻撃的／破壊的行動は、同じや

り方で何度も何度も繰り返され、その人に特徴

的な行動である。」とされている。 

 

強度行動障害判定基準表 

 厚生労働省が定めた強度行動障害を判定する

ための基準表である。「ひどい自傷」「強い他

傷」「激しいこだわり」「激しいもの壊し」「睡

眠の大きな乱れ」「食事関係の強い障害」「排

泄関係の強い障害」「著しい多動」「著しい騒

がしさ」「パニックでひどく指導困難」「粗暴

で恐怖感を与え、指導困難」の 11 項目から構成

される。それぞれ 1 日に何回発生するかなどの

頻度について「1 点」「3 点」「5 点」の 3 段階

で点数化し評価する。点数が 10 点以上の場合に

強度行動障害と判定される。 

 

ABC-J 

 ABC-J（Abnormal Behavior 

Checklist-Japanese version：異常行動尺度日本

語版）は、知的障害者の行動障害の治療効果を

測定するために開発された58 項目からなる評価

尺度である。それぞれの項目について 4 段階（0：

問題なし～3：問題行動の程度は著しい）で 

回答するものであり、各項目はそれぞれ易興奮

性（15 項目）、無気力（16 項目）、常同行動 

（7 項目）、多動（16 項目）、不適切な言語（4 

項目）のいずれかに該当する。得点が高いほど

異常行動の問題の程度が高い。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究はすべて、疫学研究に係る倫理指針に基

づき、鳥取大学医学部倫理委員会の承認を得て

行っている。 

 

C．結果 

評定者間信頼性を調べるために、対象をよく

知る 2 名の評定結果として、各下位尺度および

全体の頻度および重症度の平均得点、相関係数

を表 1 に示した。相関係数は 0.635～.861 の値

をとり（いずれも p<.001）、全体の頻度得点間

の相関係数は.641（p<.001）、全体の重症度得

点間の相関係数は.796（p<.001）であった。 

知的障害の程度別に BPI-S の全体の頻度得点

比較し、その結果を表 2 に示した。知的障害の

程度が重篤になるほど得点が高くなる傾向が認

められ、最重度と軽度・中度の得点には有意な

差が認められた。最重度と重度の基準関連妥当

性を検討するために、全体の頻度合計得点と強

度行動障害判定基準表の合計得点との相関係数

を求めたところ、r=.499（p<.001）、ABC-J 合

計得点との相関係数はr=.699（p<.001）であり、

中程度の相関関係が認められた。

 

 

 



 

表 1. BPI-S の評定者間信頼性 

下位尺度 測度 第 1 評定者 

平均得点 

第 2 評定者 

平均得点 

相関係数 

自傷行動 頻度 3.58 3.63 .795*** 

重症度 2.61 2.42 .816*** 

攻撃的／破壊的行動 頻度 5.84 6.08 .682*** 

重症度 4.90 4.29 .758*** 

常同行動 頻度 15.2 16.1 .635*** 

全体 頻度 24.58 7.52 .641*** 

 重症度 25.81 6.71 .796*** 

 

表 2  知的障害の程度と BPI-S 全体の頻度合計得点との関連 

知的障害の程度 平均得点 追比較 

軽度（n=13） 14.15  最重度＞軽度（p<.01） 

中度（n=24） 15.75 最重度＞中度（p<.05） 

重度（n=67） 24.54  

最重度（n=77） 28.26 最重度＞軽度（p<.01）, 

最重度＞中度（p<.05） 

 

 

D．考察 

 本研究では、BPI-S の信頼性と妥当性につい

て検討を行った。評定者間信頼性について、第

1、第 2 評定者における各下位尺度および全体の

頻度および重症度の得点の相関係数を求めたと

ころ、自傷行為下位尺度の頻度、重症度得点の

相関係数はそれぞれ.795 と.816 で、ほかの下位

尺度と比べて最も相関係数が高く、評定者間の

信頼性が高い下位尺度であると考えられる。一

方、相関係数が相対的に低かったのは、常同行

動下位尺度の頻度平均得点であり、相関係数

は.635 であった。全体の頻度、重症度の得点の

相関係数は、それぞれ.641（p<.001）と.796

（p<.001）であった。BPI-S の評定者間信頼性

に関しては、Mascitteli ら（2015）が米国と英

国の大規模サンプルにおいて求めているが、そ

の級内相関係数は.38～.74 の値を示しており、

本研究の結果とほぼ一致している。しかしなが

ら、重症度の評定者間信頼性に関しては十分に

高いとは考えられないため、この結果が、それ

ぞれの評定者が対象に関わる期間や時間によっ

て生じているのか、など詳細に検討していく必

要がある。 

 妥当性に関しては、知的障害の程度を軽度か

ら最重度まで 4 段階に分けて全体の BPI-S 得点

を比較したところ、知的障害の程度が重篤にな

るほど得点が高くなり、また最重度と軽度・中

度は統計的にも有意な差が認められ、BPI-S 日

本語版が問題行動の程度を適切に把握すること

ができることを示唆している。また、全体の頻

度合計得点は、強度行動障害判定基準表の合計

得点や ABC-J 合計得点など、すでに問題行動を



 

把握するものとして使用されている基準の類似

の尺度との関連も適度に保たれており、基準関

連妥当性があることが示された。本研究により、

BPI-S は一定の信頼性と妥当性があることが明

らかとなったが、さらに今後、再検査信頼性や

妥当性について詳細な検討を行う必要がある。 
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研究要旨 

 行動障害への支援を行う特別支援学校教員と福祉職員に対して、その困難さやニーズに

関する調査を行った。調査項目の因子分析の結果、3 因子を抽出した。因子名は「連携や

情報共有の困難さ（6 項目、α=.88）」「職場環境の困難さ（6 項目、α=.80）」「支援や対応

の困難さ（7 項目、α=.77）」となった。特に成人を対象とする福祉職員が特別支援学校の

教師と比べ、困難さがみられ、同時に研修ニーズも強いことが示された。 

所属施設・学校（小・中・高）別、経験年数別の得点の比較から、1 年目から 5 年未満に

は領域（教育、福祉）に関わらず同等の困難さを抱えていることが明らかになった。年齢

とともに支援や対応の困難さは低下することが一部分には示唆されたが、特に、成人の入

所・通所施設の職員は経験年数とともに困難さが解消されていない可能性がある。困難さ

の要因を探りつつ、各領域の実情に合わせた研修目標を設定すべきであろう。 

 

 

A．研究目的 

 知的障害を有する人のうち、攻撃的行動を

示す小児や青年はおよそ 2〜15%、成人はお

よそ 10〜15%（Rojahn & Tassé, 1996）と言

われている。行動障害を示す利用者の挑発的・

攻撃的な行動に対応しているグループホーム

やデイサービスのスタッフは、行動の効果的

マネジメントについての研修を受けることに

よって、自信を向上させること（Allen & 

Tynan, 2000）が示されている。またスタッフ

研修の効果として、「役割の明確化」、「リスク

要因」、「サポートしてくれる人の存在」、「仕

事満足度」、「対処のリソース」、「スタッフの

サポート」、「自信」、「実用的なコーピング」が

明確になることが明らかにされている

（McDonnel et al., 2008）。 



 これらの結果から、特別支援学校、入所、通

所施設で行動障害に対応する職員・スタッフ

は、問題行動への対処に自信を持てず、特に

対処のためのリソースやサポートを求めてい

ることがうかがえる。 

 しかし行動障害に対応する教員・職員・ス

タッフ職種や経験年数を考慮した上で、その

ニーズを調査した研究は見当たらない。これ

らを明らかにすることによって、より行動障

害を有する児童生徒や成人に関わる職員に対

する効果的な研修についての示唆を得ること

ができるであろう。 

 本研究では児童・生徒を対象とする特別支

援学校、児童や成人を対象とする通所、入所

施設職員を対象に、職場環境や具体的な対応

に関するニーズや困難さに関する調査を行う。 

 

B．研究方法 

研究協力者 

 3 都道府県の特別支援学校小学部、中学部、

高等部、4 都道府県の成人入所施設、児童入所

施設、成人通所施設、児童通所施設に調査依

頼を行った。個人情報の取り扱いに配慮し、

無記名とした。施設種別、職務内容、年代、性

別、行動障害のある方に対する支援の継続年

数をフェイスシートで尋ね、サポート環境を

含む職場環境や行動障害への対応についての

困難さに関する 23 項目を尋ねた。質問項目

は、Table1 の因子分析結果に示す通りであり、

「まったくちがう、少しちがう、少しそうだ、

まったくそうだ」の 4 件法で尋ねた。さらに

支援の課題について自由記述を求めた。 

  

C．研究結果 

 全データ 670 名分のうち、質問項目に欠損

のみられなかった有効回答数は各分析により

623〜637 名であった。フェイスシート等の記

入漏れに応じた対象データ数とその内訳を

Table 1 に示す。 

 質問項目の因子分析（最小二乗法、プロマ

ックス回転）を行った。固有値 1 を基準とし、

また解釈の容易さから 3 因子構造が適当と判

断した。因子名は「連携や情報共有の困難さ

（6 項目、α=.88）」「職場環境の困難さ（6 項

目、α=.80）」「支援や対応の困難さ（7 項目、

α=.77）」とした。尺度名は「行動障害の支援

者がいだく困難さとニーズ」とした（Table 1

参照）。 

 3 因子得点とそれに含まれなかった項目

「行動障害に対する研修の機会を十分にとっ

てほしい」の得点について、所属別の差を一

要因分散分析によって検討した。所属による

差を 1 要因の分散分析によって検定したとこ

ろ有意差がみられた（F(8.631)=5.47, p<.01, 

MSe=0.46）。Bonferoni 法による多重比較の

結果「成人入所」の職員が小学部、高等部の教

員よりも得点が高いことが明らかになった

（p<.05）。また「成人通所」の職員も同じく

小学部、高等部の教員よりも得点が高かった

（p<.05）。 

 また、支援者の所属別に「行動障害の支援

者がいだく困難さとニーズ」合計得点につい

ての一要因の分散分析を行ったところ、「成人

入所」の職員と「成人通所」の職員は、特別支

援学校の教員（小学部、中学部、高等部）より

も得点が高いことが明らかになった（p<.05，



Figure 1）。さらに詳しく下位因子について検

討を行うと、因子 1「連携や情報共有の困難

さ」には合計得点と同様の有意差はみられな

かった（F(8.614)=1.42, n.s.）。一方、因子 2

「職場環境の困難さ」（F(8.614)=4.66, p<.01）

では「成人通所」の職員が特別支援学校の小

学部、中学部の教員よりも得点が高かく

（p<.05）、因子 3 の「支援や対応の困難さ」

（F(8.614)=6.55, p<.01）においても「成人入

所」、「成人通所」、「児童通所」の職員が特別支

援学校の中学部、高等部の教員よりも得点が

高かった。 

 次に、尺度の合計点について、領域（教育・

福祉）と支援者の年齢の二要因の分散分析を

行ったところ、領域の主効果のみがみられ

（F(1.627)=5.76, p<.05）、福祉領域の方が高

かった。年齢の主効果は因子 3 の「支援や対

応の困難さ」のみでみられ、Bonferoni 法によ

る多重比較の結果、50 代もしくは 60 代以上

と比べ、20 代の支援者の方が高かった

（p<.05）。 

 さらに、尺度の合計点と因子得点について、

領域（教育・福祉）と経験年数（施設における

支援や特別支援学校教員の経験）の二要因の

分散分析を行ったところ、交互作用は因子 3

の「支援や対応の困難さ」のみにその傾向が

みられた（F(1.618)=5.76, p<.05）。その得点

は経験年数が 5 年以上（ F(1.618)=3.14, 

p<.05）、10 年以上（F(1.618)=5.58, p<.01）、

15 年以上（F(1.618)=11.36, p<.01）、20 年以

上（F(1.618)=11.52, p<.01）のいずれにおい

ても、福祉の職員が教育の職員よりも得点が

高 か っ た 。 教 育 領 域 に は 単 純 主 効 果

（F(5.618)=5.95, p<.01）がみられ、Bonferoni

法による多重比較の結果、15 年以上の経験年

数の者より 5 年未満の者の方が、得点が高か

った（p<.05、Figure 2）。 

 

D．考察 

1．教育領域と福祉領域の違い 

 「行動障害の支援者がいだく困難さとニー

ズ」合計得点の比較より、特に福祉領域で成

人（成人入所と成人通所）を対象とした福祉

施設の職員が、困難さを強く感じている。い

ずれの得点も、特別支援学校の小学部、中学

部、高等部の教員の得点よりも高かった。因

子得点について検討した結果、そうした困難

さの違いは、「職場環境の困難さ」と「支援や

対応の困難さ」にみられ、「連携や情報共有の

困難さ」には差がみられなかった。 

 ここから、特に成人を対象とした福祉施設

では、その職場環境の困難さや具体的な支援

や対応に関する研修やサポートが求められて

いると考えられる。視点を変えると、特別支

援学校においても、連携や情報共有の困難さ

という点では福祉領域と同等の困難さを抱え

ているとも言えよう。 

2．支援者の年齢、経験年数との関係 

 支援者の年齢はほとんどその困難さやニー

ズと関係しておらず、領域（教育・福祉）によ

っても変化はみられなかった。しかし「支援

や対応の困難さ」においては 20 代の支援者で

50 代以上の支援者と比べて高く、年齢ととも

にこの種の困難さは低下する可能性が示され

た。 

 年齢よりも困難さの変化に寄与するのは、



支援者の経験年数であった。施設職員につい

ては支援に関わった経験年数、教員は、学校

の教員としての経験年数ではなく、特別支援

に関わってからの経験年数を取り扱った。こ

こでも「支援や対応の困難さ」の得点の差が

特徴的であった。特別支援学校の教員も福祉

施設の職員も、経験年数が 5 年未満の支援者

の困難さのレベルはほぼ同等であるが、経験

年数 5 年以上になると、この困難さに差が開

き、特別支援学校の教員は経験を積むほどに

得点を下げている。一方、施設の職員の困難

さは経験年数に伴って低下していない。 

3．行動障害に関わる支援者のニーズと研修 

 「連携や情報共有の困難さ」に関しては、教

育と福祉のいずれにおいても、支援者の困難

さは変わらなかった。またこの得点では、年

齢や経験年数による変化もみられなかった。

このことから、領域や経験年数などに関わら

ず、「連携や情報共有」の効果的な方法を学ぶ

ことが困難である可能性もある。 

 繰り返しになるが、今回の調査結果で目立

った点は、成人を対象とした入所、通所施設

での困難さが高い水準にあり、研修のニーズ

も高いことである。支援者が支援経験を重ね

ていきながら身につけていくことのできる効

果的な援助方法についての研修が必要である。

また特別支援学校の教員と比較して、福祉領

域のベテランの支援者がこれまでに困難さを

解消することが難しかった要因を探る必要も

あるだろう。支援の対象者の年齢の違い、学

校と福祉施設のシステム上の違い、研修会の

時間や回数、職員・教員数の違いなどがその

可能性としてあげられるだろう。 
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Table 1 所属別、経験年数別、年齢別の人数内訳 

 

 

 

Table 2 「行動障害の支援者がいだく困難さとニーズ」の因子分析結果 

 

 

所属別人数 経験年数別人数 年齢別人数

内訳 N 内訳 N 内訳 N

成人入所 151 1年未満 66 20代 177

児童入所 18 1年以上5年未満 256 30代 149

成人通所 60 5年以上10年未満 140 40代 187

児童通所 11 10年以上15年未満 59 50代 118

その他 52 15年以上20年未満 65 60代以上 6

小学部 104 20年以上 44

中学部 89

高等部 135

その他 3

合計 623 630 637

福祉

教育

F1 F2 F3 共通性

F1. 連携や情報共有の困難さ（6項目、α=.88）

22. 学校や利用している他機関からの情報提供が少ない。 .86 -.09 -.01 .65

21. 医療との連携が難しい。 .82 -.11 .03 .60

20. 医療からの情報提供が少ない。 .82 -.09 .01 .60

23. 学校や利用している他機関との連携が難しい。 .82 -.02 -.02 .64

18. 保護者からの情報提供が少ない。 .56 .13 -.04 .40

19. 保護者から協力を得るのが難しい。 .50 .15 .00 .36

F2. 職場環境の困難さ（6項目、α=.80）

16. 職員間の連携が難しい。 -.10 .87 -.08 .61

17. 職員間の意見が合わない。 -.08 .81 -.12 .50

13. 管理職や現場のリーダーに相談しにくい。 -.06 .67 -.03 .39

15. 職場での事例ミーティングの時間がとれない。 .11 .62 -.14 .38

12. 行動面の対応で困った時に職場に相談できる人がいない。 -.10 .60 .10 .37

14. 行動障害に対応できる施設や居室などの環境が整っていない。 .13 .47 -.13 .24

F3. 支援や対応の困難さ（7項目、α=.77）

4. 行動障害のある方とのコミュニケーションのとり方が難しい。 .03 -.16 .79 .52

1. 行動障害のある方への基本的な対応や配慮がよく分からない。 -.07 -.12 .72 .41

3. 行動障害のある方の介助や支援に恐怖を感じる。 .02 -.15 .65 .34

5. 行動障害のある方の余暇（楽しみな活動、好きなこと）などを見つけることが難しい。 .04 .02 .55 .33

2. 何度同じことを言っても聞いてくれないのでイライラする。 .01 -.04 .51 .24

6. 「これでいいのか」という孤独感や無力感を感じる。 -.05 .14 .46 .27

11. 個別の支援計画の作成が難しい。　 .06 .20 .37 .29

9. 現場でのスーパービジョン（助言・指導）がほしい。 -.04 .27 .35 .27

因子間相関

F2 .58

F3 .37 ,55

削除項目

10. 担当者の人数が足りないので苦しい。 .09 .31 .14 .38

7. 体力的に負担が大きい。 .07 .02 .32 .14

8. 行動障害に対する研修の機会を十分にとってほしい。 .00 .21 .28 .19



 

 

Figure 1 教育・福祉各領域における「行動障害の支援者がいだく困難さとニーズ」尺度得点 

 

 

Figure 2 教育・福祉別経験年数による「支援や対応の困難さ」得点 
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分担研究報告書 

 

福祉施設職員を対象とした機能分析を用いた行動障害に対する支援者養成研修の効果(３) 

 

主任研究者  井上雅彦（鳥取大学医学系研究科） 

研究協力者  綾木香名子（鳥取大学医学系研究科臨床心理相談センター） 

 

 

研究要旨 

本研究では行動障害のある利用者を担当する福祉職員を対象として、機能分析に基づく

スタッフトレーニングプログラムを連続 5 回と事例発表会 1 回の計 6 回を鳥取県（平成

13-16 年）と東京都（平成 14-16 年）で実施し、その効果を検討した。延べ受講者 131 名

の参加者と担当している行動障害のある対象者の事前事後の変化について分析した。参加

者については、行動変容法に対する知識は有意に上昇し、GHQ による健康度は改善を示

した。行動障害を有する利用者の行動改善については行動障害の指標である ABC-J、強

度行動障害判定尺度の事前事後の平均得点は統計的に有意な減少を示した。本研修プログ

ラムの有効性について論じた。 

 

A. 研究目的 

行動障害に対する有効なアプローチとし

ては、エビデンスの側面から応用行動分析

学による機能分析に基づくアプローチが多

くの研究で推奨されているが、これを用い

た我が国における効果的なスタッフトレー

ニングプログラムの開発と普及にむけた取

り組みが求められている。 

しかしながらスタッフトレーニング研究

の中でも、行動障害に関するものは多くな

い。その理由として Shore et al.（1995）は、

不適切行動を減少させるための手続きは行

動獲得のための手続きよりも複雑であり、

介入対象である不適切行動はスタッフにと

って有害な影響をもたらすため、指導を維

持していくことが困難であり、一貫した指

導が保たれなければ消去に対する抵抗を生

じやすくなってしまうことを指摘してい

る。 

我々の研究班では、研究開始時から継続

して行動障害のある利用者を担当する福祉

職員を対象として、機能分析に基づくスタ

ッフトレーニングプログラムを鳥取県と東

京都で実施してきている。本年度は鳥取県

の４年間のデータと東京都の３年間のデー

タを整理し、その効果を検討する。 
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B. 研究方法 

参加者の募集方法 

鳥取県研修：県委託の研修事業として企

画され、県内の主要な障害者支援施設、障

害児施設および医療機関に案内を送付し、

現在行動障害のある方を直接担当しており、

プログラムに 3 分の 2 以上出席できること

を条件に参加者を募集した。 

 東京都研修：東京都社会福祉協議会が主

催し、加盟団体に案内を送付し同条件で呼

びかけを行った。 

 

参加者のプロフィール 

 参加者は 20 代から 60 代の施設職員で、

行動障害のある利用者を直接担当していた。

鳥取県では延べ 69 名、東京都では延べ 62

名の合計 131 名であった。 

 

研修スタッフ 

講師：臨床心理学および応用行動分析学を

専門とし、20 年以上の臨床経験を有する大

学教員 1 名（第一著者） 

鳥取県研修 

インストラクター：強度行動障害の臨床経

験のある障害者支援施設・障害児施設・医

療機関に勤務する職員 6-5 名 

サブインストラクター：同職員 2 名 

補助スタッフ：臨床心理学を専攻する大学

院生・内地留学生計数名 

東京都研修 

インストラクター：大学院で応用行動分

析・機能分析を専門に学んだ支援者 3-4 名

グループリーダー：強度行動障害の臨床経

験のある障害者支援施設・障害児施設・医

療機関に勤務する職員 6-5 名 

 

研修方法 

参加者は、4-5 名ずつ複数のグループに分

かれ、各グループにはインストラクター1

名とグループリーダーもしくはサブインス

トラクターが 1-2 名程度ついた。講師は標

的行動の選定方法、記録方法、ストラテジ

ーシートの使用方法についてレクチャーを

行った。参加者はインストラクターの指示

のもと各グループにて、ストラテジーシー

トに基づいて介入計画を立てた。 

参加者は各研修の間で各自の職場におい

て指導プログラムを実践・記録し、次回の

研修に行動記録を提出し、サブインストラ

クターがデータをグラフ化、フィードバッ

クを行った。なお、記録の提出は FU 研修

時まで継続して行った。研修スケジュール

を Table 1 に示す。 

開催頻度は#1-5 までは鳥取県研修は２週

間に１回、東京都研修は１ヶ月に１回、#5

から#6 までは３ヶ月程度あけて行われた。 

 

測定指標および測定方法 

研修前および FU 研修時に以下の尺度測

定を実施した。 

① KBPAC-SF（Knowledge of Behav-

ioral Principle as Applied to        

Children-Short Form 志賀，1983）： 

KBPAC（O’ Dell, et.al, 1979; 

Knowledge of Behavioral Principle 

as Applied to Children）を 25 項目に

絞った簡略版、参加者の応用行動分析

に関する基礎知識の変容を測定するも

の。 

② GHQ30：Goldberg（1979）の一般健康

質問票（General Health Question-
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naire:GHQ）30 項目版 の日本語訳版中

川ら（1981）によって翻訳されたもの

を用い、参加者の精神的健康度を測定し

た。一般的疾患性、身体的症状、睡眠障

害、社会的活動障害、不安と気分変調、

希死念慮とうつ傾向の下位因子それぞ

れ 5 項目から構成されている。採点に

おいては、「よかった」「いつもとかわ

らなかった」については 0 点、「悪か

った」「非常に悪かった」については 1 

点としてその合計点数を求める。 

③ ABC-J（ABC-J (Aberrant Behavior 

Checklist-Japanese version; 小野，

2006）異常行動チェックリスト日本語

版（ABC-J）は、Aman ら（1985）が作

成した異常行動チェックリスト

（Aberrant Behavior Checklist）の改訂版

を邦訳し、標準化のプロセスを経て、日

本において使用できる異常行動チェッ

クリストとして作成されたものである

（Aman & Singh, 2006）。ABC -J は、問

題となる行動を示す項目群から構成さ

れ、各項目について、「問題なし（0 点）」

「問題行動の程度は軽い（1 点）」「問題

行動の程度は中等度（2 点）」「問題行動

の程度は著しい（3 点）」の 4 段階で評

定する。下位尺度は、興奮性（15 項目）、

無気力（16 項目）、常同行動（7 項目）、

多動（16 項目）、不適切な言語（4 項目）

の 5 下位尺度 58 項目からなる。 

④ 強度行動障害判定基準表 

厚生省（1993）が定めた強度行動障害

判定基準は、11 の行動を示す項目から

なる。項目に示される内容は、「ひどい

自傷」や「強い他傷」などであり、行動

の有無とその頻度を選択する。選択肢に

示される頻度の表現は、項目によって異

なる。例えば、「ひどい自傷」であれば、

「週に 1，2 回（1 点）」「一日に 1，2 回

（3 点）」「1 日中（5 点）」である。当該

の行動がみられない場合は 0 点となる。 

 

C. 研究結果 

各評価尺度の平均得点の変化 

鳥取県研修の４年間の研修参加者の研修

前後の各指標の平均得点の変化を Table2

に、東京都研修の 3 年間のデータを Table 3

に示した。 

鳥取県研修と東京都研修を比較すると強

度行動障害判定基準表の平均得点は鳥取

9.96 と東京都 15.95 と差があり、東京都が

より重度で強度行動障害の判定基準の 10

点を超えていた。研修前後における研修参

者の KBPAC 得点はともに 1％水準で有意

な改善を示し、GHQ の平均得点については

改善は認められたが統計的な有意差は得ら

れなかった。 

利用者の行動変容については、ABC-J の

全体平均得点、強度行動障害判定指針・判

定表の合計得点については、ともに 1％水

準で有意な得点の低下が認められた。

ABC-Jの下位尺度の改善については東京都

研修においてはすべての下位尺度で１%水

準の有意差が、鳥取県研修においては「常

同行動」（有意傾向）、「不適切な言語」（5％

水準）以外の下位尺度で 1%水準での有意差

が示された。 

 

D. 考察 

本研究では行動障害のある利用者を担当

する福祉職員を対象として、機能分析に基

づくスタッフトレーニングプログラムを実
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施し、その効果を検討した。連続５回と事

例発表会1回の計6回のプログラムの中で、

職員の行動変容法に対する知識は有意に上

昇し、GHQ による健康度は改善を示した。 

行動障害の指標である ABC-J、強度行動

障害判定尺度の事前事後の平均得点は統計

的に有意な改善を示した。 

参加者の精神健康度は、今回の研修プロ

グラムによって統計的に有意な改善は示せ

なかったものの平均得点は改善しており、

本プログラムが過度な精神的負担をもたら

していないことが推察される。 

今後、研究的には統制群の設定や、

Fidelity、社会的妥当性の測定などを行うこ

とでより客観的なデータ収集を行うこと、

本プログラムをマニュアル化し、他地域で

の専門家実施による追試などが求められ

る。 
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Table 1 研修スケジュール 
第1回 オリエンテーション

講義（強度行動障害がある者の基本理解

　　　　・基本的な情報収集と記録等の共有）

第2回 講義（強度行動障害に関する制度及び支援技術の基礎知識

昨年度研修参加者による実践報告

グループ演習（ストラテジーシートの立案）

第3回 講義（行動障害がある者の固有のコミュニケーションの理解）

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

第4回 講義（チームアプローチ・余暇支援について）

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

第5回 講義（前回までの復習）

強度行動障害のある子どもを育てる保護者による講演

グループ演習（実践のふりかえりと計画の再考）

FU 講義（まとめ）

研修参加者による実践報告

修了式  
 

Table 2 鳥取県研修の結果 

 
Table 2 東京都研修の結果 
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厚生労働科学研究費補助金（障害保健福祉総合研究事業） 

 

主任研究者 井上雅彦 

 

分担研究報告書 

 

強度行動障害のある人の支援を目的とした 

行動測定支援アプリケーションの開発 

 

 

分担研究者  川村尚生（鳥取大学大学院工学研究科） 

分担研究者  東野正幸（鳥取大学総合メディア基盤センター） 

主任研究者  井上雅彦（鳥取大学大学院医学系研究科） 

 

 

研究要旨 

学齢期に重篤化する強度行動障害の予防と治療においてコンサルテーションを効果的

に実施するためには，教育機関・福祉施設・医療機関等の組織間において，正確性・容易

性・安全性を備えた情報共有手段の確立が重要となる．しかし，実際の現場においては，

紙媒体への記録と手作業によるデータ化手法が用いられることが多い．手作業によるデー

タの取り扱いは，情報共有における正確性・容易性・安全性の担保が難しく，複数の組織

間での効果的な情報共有手段の確立が課題となっている．本研究では，強度行動障害にお

ける問題行動への支援手法において最もエビデンスのある機能分析を用いた支援手法に

情報通信技術を導入し，複数の組織間の情報共有における正確性・容易性・安全性を実現

することを目的とするモバイル端末向けのアプリケーションの開発により課題の解決を

検討した． 

 

 

A. 研究目的 

強度行動障害は学齢期以降で重篤化する

傾向が指摘されており[1]，学齢期における

重篤化の予防と重篤化した場合の治療にお

けるコンサルテーションは重要である． 

学齢期の支援においては，教育機関・福

祉施設・医療機関の効果的な連携体制の構

築が必要である．これらの複数の組織が効

果的に連携するには，正確性・容易性・安

全性を備えた情報共有手段の確立が必要と

なる． 

しかし実際の現場では紙媒体に情報を直

接記録する手段を採用する場合が多いため，

情報を共有するためには，紙媒体に記録さ

れた情報のデータ化において，手作業によ

る紙媒体のスキャンとスキャンされたデー
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タの校正処理や，手作業による表計算ソフ

トウェアを用いた紙媒体から表形式のデー

タの転記といった手段を用いることになる．

また，個人情報の取り扱いにおいては，情

報の暗号化や匿名化といった処理が必要と

なるが，これらの処理は当事者の判断に依

拠している． 

このような当事者に依拠した手作業によ

るデータの取り扱いは，情報共有における

正確性・容易性・安全性の担保が難しく，

複数の組織間での効果的な情報共有手段の

確立における課題となっている． 

本研究では，強度行動障害における問題

行動への支援手法において最もエビデンス

のある機能分析を用いた支援手法に情報通

信技術を導入することで，複数の組織間の

情報共有において，正確性・容易性・安全

性を実現することを目的とする． 

B. 研究方法 

1) 概要 

強度行動障害における問題行動への支援

手法において機能分析を用いる場合，スキ

ャッタープロット（Scatter Plot）[2]と呼ば

れる問題行動の記録方式を採用する場合が

ある．スキャッタープロットとは，問題行

動の生起頻度とそれらの強度等を発生時間

帯ごとに測定することで，問題行動が生起

しやすい環境と生起しにくい環境の差異や，

生起の原因となる環境の変化を定量的に評

価するための問題行動の記録方式である． 

本研究では，研究目的を達成するために，

スキャッタープロットによる問題行動の記

録とその情報共有において，正確性・容易

性・安全性を実現するアプリケーションを

開発する． 

2) 正確性と容易性 

これまでスキャッタープロットによる問

題行動の記録は紙媒体で実施されているこ

とが多く，問題行動の観察者と指導者が遠

隔地にいる場合には，紙に記録された情報

を表計算ソフトウェアでデータ化したりグ

ラフ化したりするといった手作業が多く含

まれており，情報を共有するための作業量

の多さや，情報を共有できるまでに要する

時間が長いことや，手作業による転記ミス

が課題になっていた． 

そこで，問題行動の記録，データ化，グ

ラフ化，及びデータの共有を効率的に行え

るモバイル端末向けの行動記録共有アプリ

ケーションを開発することで正確かつ容易

な情報の記録と共有を実現する． 

3) 安全性 

本研究で開発したアプリケーションは最

新版の iOS及びAndroidで動作することと

する．これらの OS に搭載されている暗号

化機能を用いることで本アプリケーション

に記録された個人情報とプライバシの保護

が可能である． 

また，電子メールを用いて情報共有を行

う場合については，電子メールの暗号化に

おいて普及している S/MIME（Secure / 

Multipurpose Internet Mail Extensions）

等の標準的な暗号化方式を用いることで個

人情報とプライバシの保護が可能である． 

さらに，何らかの問題により情報が漏洩

した場合の対策として，個人を識別特定す

る情報である本名を使うのではなく，本人

の属性とは無関係のニックネームや番号を

採用する仮名化（Pseudonymization）を行

うことで個人の識別特定可能性を低減する

配慮を行う． 

4) プラットフォーム 
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日本国内において，スマートフォンを保

有している世帯は 72.8%[3]となり多くの世

帯でスマートフォンが利用されていること

が推察される．また，スマートフォン等に

搭載されるモバイル端末向け OS のシェア

は，日本国内においては Android が 53.9%，

iOS が 44.8%となっており，Android と iOS

がそれぞれ約半分のシェアを持っている[4]． 

本研究で開発するアプリケーションは専

門家だけでなく一般的な家庭でも利用が容

易なプラットフォームで動作可能とする．

このため，Android 及び iOS のどちらでも動

作可能なアプリケーションとして開発する

必要がある．また，操作の容易性を高める

ために，それぞれの OS の独自機能を使用

するのではなく，異なる OS でも一貫性の

ある操作性を持たせる． 

そこで，アプリケーションの開発用フレ

ームワークとして Apache Cordova を採用す

る．Apache Cordova は HTML，CSS，及び

JavaScript といった Web アプリケーション

の開発に用いられる言語によりモバイル端

末向けのアプリケーションを開発するため

のフレームワークである．１つのソースツ

リーで同じアプリケーションを Android や

iOSなどの複数のOS向けにビルド可能であ

るため，開発効率の向上や，一貫性のある

操作性を持たせることが可能である． 

5) ユーザインタフェース 

多種多様に存在するモバイル端末の画面

のサイズや縦横比は製品によって相違する．

多種多様な画面のレイアウトの違いに応じ

て，より適切なコンテンツの提示と操作方

法の提供するウェブサイトを作成するため

のデザイン手法としてレスポンシブウェブ

デザインと呼ばれる手法がある．本アプリ

では，レスポンシブウェブデザインに対応

するため，ユーザインタフェースのフレー

ムワークには Bootstrap を採用する．

Bootstrap はウェブアプリケーション向けの

ユーザインタフェースフレームワークであ

り，前述の Apache Cordova と親和性も高い． 

6) データベース 

Android 及び iOS 向けアプリケーション

で一般的に使用されている SQLiteを採用す

る．表 1 と表 2 に本アプリケーションでデ

ータを記録するテーブルのデータ構造を示

す．表 1 の Observations テーブルにはスキ

ャッタープロットの設定内容を記録する． 

スキャッタープロットを用いる場合は，

通常，観測者と医師とで事前に打ち合わせ

を行い，観測する対象となる行動，観測す

る開始時刻，終了時刻，及び観測する時間

間隔をあらかじめ協議したうえで設定する

場合が多い．このテーブルは実情に基づい

た設計となっている． 

表 2 は観測する対象となる行動が生起し

た時刻とその程度を記録する．時刻につい

ては ISO 8601 形式の文字列とし，他のシス

テムとの連携において互換性の高い標準仕

様を採用する． 

表1 Observationsテーブルのデータ構造 

識別子 型 説明 

id integer pri-

mary key 

autoincre-

ment unique 

Observations テーブル

のレコードの固有識

別子を格納する． 

person text not null 観察対象者のニック

ネームを文字列で格

納する． 

behavior text not null 観察する問題行動の

名称を文字列で格納
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する．  

stated_at text not null 観察する時刻の始ま

りを ISO 8601 形式の

文字列で格納する． 

ended_at text not null 観察する時刻の終わ

りを ISO 8601 形式の

文字列で格納する． 

scale integer not 

null 

観察する時間間隔を

整数で格納する．単位

は分とする． 

表 2 Behaviors テーブルのデータ構造 

識別子 型 説明 

id integer 

primary key 

autoincre-

ment 

unique 

Behaviors テーブルの

レコードの固有識別

子を格納する． 

observa-

tion_id 

integer not 

null 

Observations テーブル

のレコードの固有識

別子を格納する． 

date string not 

null 

問題行動が生じた時

刻を ISO 8601 形式の

文字列で格納する． 

condition integer not 

null 

強い=3，普通=2，弱い

=1 等の問題行動の程

度を表現する数値を

格納する． 

C. 研究結果 

本アプリケーションの実装を行った． 

1) スキャッタープロットの一覧表示 

図 1 にスキャッタープロットのアンケー

ト調査により，研修の参加者に対して，一

覧表示機能の画面を示す．上部の「New 

Observation」をタップすると新しいスキャ

ッタープロットを作成する． 

2) スキャッタープロットの新規作成 

図 2 にアンケート調査により，研修の参

加者に対して新規登録画面を示す．代表的

な測定方法にインターバル記録法がある[5]．

インターバル記録法では一定の時間間隔に

おいてそれぞれの時間間隔内で標的行動が

発生したかどうかを記録する．本アプリケ

ーションではインターバル記録法を採用す

る． 

3) スキャッタープロットの記録 

図 3 にスキャッタープロットの記録画面

を示す．赤色の Strong，黄色の Normal，青

色の Weak のボタンをタップした後に，標

的行動が観測された時間帯のマス目をタッ

プすることで記録する．スキャッタープロ

ットの表の列数は端末の画面の大きさに合

わせて変更することができる． 

4) グラフ機能 

図 4 にスキャッタープロットのグラフ画

面を示す．グラフの表示には Chart.js を採用

した．横軸には日付，縦軸にはその日の標

的行動の観測回数をプロットしている． 

折れ線グラフは標的行動の程度の違いを

3 段階にわけてそれぞれプロットしている．

これにより，観察対象者への介入の影響に

より標的行動の程度が強くなったか弱くな

ったかを客観的に見ることが可能となる． 
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図 1 一覧表示機能の画面 

 
図 2 新規登録 

 

図 3 スキャッタープロットの記録 

 
図 4 スキャッタープロットのグラフ表示 
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図 5 CSV データの送信 

 

 

 

 

5) 情報共有機能 

図 5 に情報共有機能の画面を示す．CSV

（Comma-Separated Values）形式によりスキ

ャッタープロットのデータを送付すること

ができる．OS の標準メールクライアントが

持っている機能として S/MIME を用いるこ

とで電子メールにファイル添付して暗号化

した状態でデータを送信することができる． 

D. 考察 

本研究では問題行動の記録，データ化，

グラフ化，及びデータの共有を効率的に行

えるモバイル端末向けの行動記録共有アプ

リケーションの開発を行った．特にスキャ

ッタープロットのうちインターバル記録法

を対象に実装を行った． 

今年度は本アプリケーションの設計と実

装を行ったが，現場での本アプリケーショ

ンの評価が必要なことに加えて，記録方法

はインターバル記録法の他にも様々な方法

があり観察対象者の行動や環境の性質に応

じて使い分けが可能であることが望ましい．

このため，多様な記録方式に対応できるよ

うにプラグイン機構の導入も必要である．

また，情報共有時のデータの暗号化につい

ても，専用のセキュアなクラウドサーバを

導入してS/MIMEによるメールの個別暗号

化を不要にするなど，より利用環境の構築

を容易にするためのシステム構成の検討も

必要である． 

E. 結論 

強度行動障害を持つ人を支援するために，

教育機関・福祉施設・医療機関といった複

数の機関で正確性・容易性・安全性を備え

た情報共有手段の確立を目的としたモバイ

ル端末向けアプリケーションを開発した． 

本アプリケーションにより強度行動障

害に関する支援をより充実させることが

可能となる．今後の課題としては，本シ

ステムの完成度を高めて現場で評価を行

うととを行うとともに，もに，継続的に

システムを改善するための利用者及び開

発者のコミュニティ作りが必要である必

要がある． 
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研究要旨 
障害福祉の現場で職員をサポートするための ICT 利用が注目される中、これまでの研究

により ICT 利用が職員にとって非効率だと感じさせてしまう点があることが示唆されてい

た。本研究では ICT を利用した強度行動障害支援者研修に参加した 35 名の障害福祉サー

ビス職員へ職場の ICT 利用環境と ICT 利用の阻害要因についてアンケート調査を実施し

た。また､研修内で WEB 版行動観察シートを利用しなかった群に実施したアンケートか

ら､ICT 利用を促す要因を分析した｡その結果、殆どの職場で ICT を利用する環境が整

っていることが明らかとなったが、個人情報保護の観点から利用を拒否するケース

や、ICT のソフト面での使いにくさから利用しなかったケースが示された。以上のこ

とから、今後障害福祉の現場で ICT を推進していく上で、必要と思われる要件につい

て考察した。 

 
 
A．研究目的 
 現在障害福祉の現場ではマンパワー不足が

叫ばれているなか､職員をサポートするため

の ICT 利用が注目されている｡障害福祉にお

ける ICT 利用は総務省が推進しており､ICT
を用いた職員のサポートもその中に含まれて

いる｡現場のニーズとして行動モニタリング

システムや､行動のグラフ化ツールなどがあ

り､これらの普及・運用することは､職員の職

場環境改善と障害福祉利用者の生活の質が向

上すると考えられる｡しかしながら､職員の中

には ICT の利用がかえって非効率だと感じ

させる可能性があることが示唆されており

(井上 2016) ､その要因を明らかにすることで

障害福祉においてより良いとされるソフト面

の検討と､職員にとって非効率だと感じさせ

ない環境の検討が可能であると考えられる｡

職員の視点に立った障害福祉における ICT
利活用の研究はほとんどされていない｡ 
  本研究では､ICT を利用した強度行動障害支

援者研修に参加した 35 名の障害福祉サービ

ス職員へアンケート調査を行い､職場の ICT
利用環境と ICT 利用の阻害要因を明らかに

する｡また､研修内で WEB 版行動観察シート

を利用しなかった群に実施したアンケートか

ら､ICT 利用を促す要因を明らかにする｡ 
B．研究方法 
ICT を利用した強度行動障害支援者養成研修

の参加者 35 名に対して､研修で行われたグル

ープウェアを用いたコンサルテーションおよ

び､行動観察記録をネット上で行える WEB
版行動観察シートの利用についてのアンケー

ト調査を実施した｡調査の手続きは以下のと

おりであった｡ 
<調査の実施期間> 2016 年 11 月 17 日から

2016 年 12 月 8 日の期間で実施した｡ 
<参加者への説明と同意> 研修終了時に､直接

参加者に調査の趣旨や個人情報の取扱につい

て説明を行い､アンケートを記入した後提出

してもらうことで同意とみなした｡ 
<調査の手続き>  本調査では､研修終了時に

アンケートを参加者に配布､アンケートをそ



 

 

の場で記入してもらい､記入終了後その場で

回収した｡ 
<分析の手続き> アンケートにおける各項目

については､単純集計した後、職場の ICT 利

用環境については WEB 版行動観察シート利

用群(以下利用群とする)と WEB 版行動観察

シート非利用群(以下非利用群とする)の 2 群

に分けて分析を行った｡また､非利用群のみに

実施したアンケートを単純集計し､その結果

を考察した。 
<対象者および使用したツール> 本調査では､

©Cybozu,Inc が提供している無料グループウ

ェアサービスである｢サイボウズ Live｣(以下

サイボウズ)と､井上ら(2016)の WEB 版行動

観察シートを利用した強度行動障害支援者研

修に参加した計 35 名を対象とした｡ 
  今回対象となった人が参加した強度行動障

害支援者研修では､Plan-Do-See 型の研修を

行っており､研修参加者は自身の関わってい

る利用者を対象に介入を行っていく｡研修が

行われている時間は､直接スーパーバイザー

と相談しながら介入方法を計画したり介入後

の報告を行う｡また､研修が行われていない時

間は､サイボウズを通して介入後の報告やス

ーパーバイズを受ける事となっている｡サイ

ボウズを利用できない方は､介入後の報告を

FAX や郵送で行い､次回の研修時にスーパー

バイズを受けることとなっている｡ 
  行動観察シートとは､標的となる問題行動と

事前事後の様子を一定期間､記述データとし

て記録することで､介入計画を立案する手が

かりを得るツールである｡そして､WEB 版行

動観察シートはそれら一連の流れをネット上

で行える WEB アプリケーションである｡ 
 
 
C．研究結果 
 アンケートの回収率は 97%で､n=34 であ

った｡WEB 版行動観察シート利用群が n= 
19､非利用群が n=15 であった｡ 
<職場のインターネット環境及び ICT 利用> 
表 1-1 に｢職場のインターネット環境及び

ICT 利用｣について示した。「インターネット

がある」と答えた参加者は利用群 19 名、非

利用群で 14 名であった。「共用 PC がある」

の項目では利用群 17 名、非利用群 13 名で

あった。「職員一人一人に端末がある」の項

目では利用群 5 名、非利用群 3 名であった。

「勤務中に携帯を取り出して操作しにくい」

と答えた参加者は利用群で 14 名、非利用群

で 6 名であった。「グループウェアを職場で

利用している」の項目では利用群 6 名、非利

用群 3 名であった。「一斉送信でメールが送

られるシステムがある」の項目では利用群 2
名、非利用群 3 名であった。「電子カルテ」

を利用している参加者は利用群 3 名、非利用

群 2 名であった。それぞれの項目で Fisher’s 
exact test の両側検定を行った結果、利用群

における｢職務中に携帯を取り出して操作し

にくい｣の項目において利用群で統計的に有

意傾向がみられた（p=0.08）｡その他の項目

では有意差は見られなかった｡ 
 



 

 

<WEB 版行動観察シートに求める機能>  図
1-1 に利用群・非利用群別の｢WEB 版行動観

察シートにあれば良いと思う機能｣について

示した｡ 利用群は n=18 で 1 名無回答であっ

た｡専門家からのフィードバックが 61.1%､グ

ラフ化が 38.9%､強度行動障害に関する専門

サイトが 22.2%、動画添付が 16.7%､音声入

力が 11.1%､であることが示された｡ 非利用

群は n=13 で､2 名無回答であった｡グラフ化

が 46.2%､専門家からのフィードバックが

38.5%､音声入力と動画添付は 0%､強度行動

障害に関する専門サイトは 15.4%であること

が示された｡ 

 
 
<WEB 版行動観察シートを利用しなかった

理由> 
  非利用群 15 名のうち 12 名が回答し、その

うち 3 名が無回答であった｡入力が面倒が

41.7%､端末に慣れていないが 25.0%､職場で

許可が出ないが 25.0%､アクセスできなかっ

たが 8.3%であった｡入力が面倒だと答えた参

加者（n=5）の WEB 版行動観察シートに求

める機能は､グラフ化が 60%､専門家からの

フィードバックが 20%であった｡ 
<職場でサイボウズ糖の利用が認められなか

った理由> ｢端末に個人情報を入力すること

を許可されなかった｣が 4 件､｢個人のメール

アカウントやアカウントでアクセスすること

が許可されなかった｣が 2 件､｢理由不明｣が 1
件示された｡ 
D．考察 
 職場における｢インターネットの環境｣と

｢職員用パソコン｣は殆どの職場で整備されて

いることがわかった｡しかし､他の職員もパソ

コンを利用することからパソコンを自由に使

用する時間が限られていることを理由に､

WEB 版行動観察シートの利用ができなかっ

た参加者が 1 名いることが示された｡｢職務中

に携帯を取り出して操作しにくい｣の項目で

は有意に多かったがその理由は不明であっ

た｡しかし､全体で見ると約 60%の参加者が

｢職務中に携帯を取り出して操作しにくい｣と

感じていることから､携帯端末を利用した行

動記録には､職務中の忙しさや組織的な抵抗

感などがあることが考えられる｡ 
  両群において､WEB 版行動観察シートに行

動記録のグラフ化と専門家からのフィードバ

ック機能を望んでいる人の割合が高いことが

示された｡また､非利用群における｢WEB 版行

動観察シートを利用しなかった理由｣として

｢入力が面倒｣を挙げた人は 15 名中 5 名おり､

そのうち 3 名がグラフ化の機能が追加された

ら利用したいと思っていることが示された｡

WEB 版行動観察シートの感想として、入力

に時間がかかる、キーボードでの打ち込みが

手間である、アウトプットされる行動リスト

が見にくいといった WEB 版行動観察シート

の使いにくさや改善ほしいと思う点が出てき

ており､ソフト面における改善が必要である

ことが示された｡  
  職場からサイボウズや WEB 版行動観察シ

ートの利用を許可されなかった参加者は 5 名

おり､「端末に個人情報を入れることを許可

されなかった」が 4 件あった｡研修で使用さ

れている行動データは全て匿名化処理がされ

ており､個人が特定される情報は扱っていな

いが､本アンケートではどの情報が個人情報

として認識されたのかが不透明である｡ 
 以上のことから､福祉施設職員の職場環境

は､ICT 利用をおこなう環境が概ね整ってい

ることが明らかとなった｡一方で､｢組織的な

抵抗感｣や｢職務の忙しさ｣､｢ICT のソフト的

における問題点｣が ICT 利用の阻害要因であ

ることが示された｡WEB 版行動観察シートを

利用しなかった理由として入力が面倒である

と思っている人の割合が多いことが明らかと

なった｡しかし､そのうちの半数以上が行動記

録のグラフ化等の機能が追加されたら WEB
版行動観察シートを利用したいと思うことが

示され､ICT の利用者のニーズに沿った機能

を追加することで､その抵抗感が減る可能性

が示された｡ 
 



 

 

E. 結論 

  殆どの職場において ICT 利用環境は整って

いるものの、携帯端末を支援ツールとして用

いることには抵抗感があることが示された。

また、WEB 版行動観察シートを利用しなかっ

た理由として一番多く挙げられた理由は「入

力が面倒」であったが、「入力が面倒」であ

ると感じた群の半数以上が「記録のグラフ

化」を求めており、ソフト面の改善により

ICT 利用に対する抵抗感が減る可能性が示さ

れた。 

本研究で用いた WEB 版行動観察シートとサイ

ボウズでは、個人を特定されるような情報は

取り扱っていないものの、個人情報をネット

上にアップロードすることに対する抵抗感か

ら、利用を拒否するケースが複数確認され

た。本研究では、どのような情報が個人情報

だと認識されたのかが明らかとなっていない

ため、この点は課題となっている。 

 
 
E．参考文献 
井上雅彦 (2016)  医療・教育・福祉の連携に

よる行動障害のある児・者への支援方法

に関する研究.  厚生労働科学研究補助金

(障害者政策総合研究事業)  平成 28 年報

告書. 
 
F．健康危険情報  なし 
 
G．研究発表 なし 
 

H．知的財産権の出願・登録状況  なし 
 
 
 
 



厚生労働科学研究費補助金（障害者対策総合研究事業（障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

医療・教育・福祉の連携による行動障害のある児・者への支援方法に関する研究 
主任研究者 井上雅彦 

 
分担研究報告書 

 
 

グループウェアを用いたオンラインでの多機関連携に関するメンバーのニーズ 

 
主任研究者  井上雅彦（鳥取大学大学院医学系研究科） 
研究協力者  中谷啓太（鳥取大学大学院医学系研究科臨床心理学専攻） 
        
 

研究要旨 
定期的な会議を持ち、オンライン上でも多機関での情報共有を行っている強度行動障害と重度知

的障害を有する児童の支援事例について、保護者及び行動援護及びデイサービス等の福祉機関職員

の計 8 名を対象に半構造化面接をおこない､情報共有を目的としたネット上での多機関連携について

利点と課題について分析した。グループウェアを用いたネット上での多機関連携は、支援者の支援

サービスの質を高めるだけでなく、支援者の業務をサポートする可能性が示された。一方で、多く

の支援者は、支援対象児の適応的な様子を報告する傾向があり、保護者や支援者の困り感にコミッ

トしにくい傾向に陥る可能性が示された。また、学校のグループウェアへの参加はほとんどの参加

者が望んでいる一方で、その実現は大きな課題となっていることが示された。支援者の多くは利便

性から個人端末を利用しており、個人情報保護の観点からガイドラインを制定する必要性があるこ

とが示された。 

 
 
A．研究目的 
 発達障害支援を行う上で医療・福祉・教

育・家族の連携ネットワークの重要性が指摘

され､ ICT 活用の重要性が叫ばれている｡ し

かしながら､ 我が国では発達障害支援におけ

る多機関連携を目的とした研究は乏しく､ 

ICT を利用したものとしては､ 発達障害を有

する幼稚園児を対象とした井上(2008)のイン

ターネット上の掲示板を利用したものや､ 松

河・今井(2002)の｢I アルバム｣などその数は

限られている｡ 

  ICT を利用した多機関連携における保護者

と支援者のコミュニケーション事例を分析す

ることにより､ネットを用いた多機関連携の

特性や課題が明らかとなり、将来的なガイド

ラインを作成においても有用であると考えら

れる。 

  本研究では､定期的な会議を持ち、オンラ

イン上でも多機関での情報共有を行っている

強度行動障害と重度知的障害を有する児童の

支援事例について、保護者及び行動援護及び

デイサービス等の福祉機関職員の計 8 名を対

象に半構造化面接をおこない､情報共有を目

的としたネット上での多機関連携について利

点と改善点について分析することにより、情

報共有を目的としたネット上での多機関連携

について利点と課題を明らかにする｡ 

B．研究方法 
 ICT を利用した多機関での情報共有における

利点と改善点を調べることを目的とし､ 行動

障害と重度知的障害を有する児童を持つ保護

者とその児童の支援者に対して半構造化面接

による聞き取り調査と、オンライン上の掲示

板でやり取りされた発言(以下レスとする)の

数および発言内容の分析を実施した。研究の

全般的な手続きは以下のとおりであった｡ 

1) 実施期間 

 面接調査は 2016 年 12 月 7 日から 2016 年 12

月 16 日の期間に実施した｡オンライン上のデ

ータ分析の期間は 2016 年 3 月 20 日から 2017

年 2月 27 日の期間であった。 

2) 対象者 

  本研究における聞き取り調査では､ 日々の

子どもの報告や､ 関わり方の相談・話し合い

を目的とした情報共有を､ ©Cybozu, Inc が提

供している無料グループウェアサービスであ

る｢サイボウズLive｣(以下サイボウズ)を利用



して行っている両親とその児童の支援者全16

名中 8 名(同一の行動援護法人職員 3 名､障害

者通所施設職員 1 名､デイサービス職員 1 名､

サービス管理責任者 1 名)を対象とした｡対象

となる児童は強度行動障害と重度知的障害を

有する特別支援学校小学部に通う男児(以下

支援対象児とする)であった。また、レスお

よび発言内容の分析の対象は両親、筆者、支

援者 16 名の計 19 名を対象とした。 

  支援対象児ならびにその両親は､ 2015 年か

ら著者らの所属する大学の臨床心理相談セン

ターを利用しており､ 当事者と家族だけでな

く､ 支援者も面接に同席してもらうことで､ 

オフラインでの四半期に 1 回のペースで多機

関での情報共有を行っていた｡ しかし､ 四半

期に 1 回のペースでは情報共有の頻度として

は少ないため､ サイボウズを利用することで

多機関での情報共有の円滑化を図ることにな

った｡ 

3) 保護者と支援者への説明と同意 

 保護者に対しメールにて研究の趣旨を伝え､ 

サイボウズにて情報共有を行っている支援者

に聞き取り調査を行ってよいか確認を取っ

た｡ その後､ 保護者と支援者に直接研究の趣

旨と個人情報の取扱について説明を行い､ 保

護者と支援者にメールにて聞き取り調査願い

を送付｡ 返信を持って同意とみなした｡  

4) 研究の手続き 

 本研究では､個別の半構造化面接による聞き

取り調査を実施した｡時間は１名について３

０分程度とした。また、サイボウズの書き込

みに関して、レスとレスの内容、レスに対す

る「いいね」の件数を投稿者または職業別に

集計し、必要に応じて分析を行った。「いい

ね」とは、レスに対してワンクリックで行え

るコミュニケーション方法である。レス一つ

ひとつに対し誰が「いいね」を押したか確認

するスペースが有り、「いいね」をクリック

することで、レスに対するポジティブなフィ

ードバックや見たことの報告を行うことがで

きる。 

 

C．研究結果 
1)半構造化面接の結果 
 <支援対象児の母親>  サイボウズでは双方

向での文章や画像のやり取りを気軽に行うこ

とが出来､ それを多くの支援者が確認できる

ことが良い点であることを述べていた｡ ま

た､ 連絡帳や FaceBook を使って情報のやり

取りや発信をしていたときに比べて､ 支援者

の関わり方が、(不適切行動を強化する形に

なっても)支援対象児が不機嫌にならないよ

うに支援すれば良い、という関わりから､ 支

援対象児にとってどのような関わり方が良い

かを考えながら支援をするようになったと感

じたことが語られた｡サイボウズを運用する

にあたって、以前用いていた Facebook より

サイボウズのほうが不特定多数の人間に閲覧

される可能性が低いことから安心して利用で

きたことが語られた。しかし、動画のアップ

ロードが他の動画投稿サイトを経由しなけれ

ば行えないことが不便であると述べていた。 

<支援対象児の父親>  本人の直近の様子を周

りに見せるなど共通理解ができるため､ 「支

援者からの報告はその後の対応をしてくださ

る他の支援者の方や保護者にとって次の対応

が取りやすい」と述べていた｡ また､ 支援対

象児の問題行動をグラフ化することができれ

ば､ より支援者にとってわかりやすい情報共

有ができると感じていることが語られた。父

親が書き込んだレスに対して「いいね」がつ

かなかったり、「いいね」が遅かったりする

ことが気になることが語られた。また、他の

メンバーがレスを見てくれているのかが気に

なることが語られた。 

 

<行動援護職員 A>  サイボウズを利用するこ

とで､ 予め行動の予測を立てて支援に入れる

ことが語られた｡ また､ 日々の様子がグラフ

化されるとよりわかりやすくなると感じてい

るとのことであった｡ 支援対象児には同じ職

場から 5 人支援者が入っているが､ 行動援護

の職務形態上､ 支援者全員が揃ってミーティ

ングを行うことが難しく､ サイボウズはその

サポートツールになっていることが語られ

た｡ 重度の障害を有する方へ適切な支援をす

るためには頻度の高い情報共有が必要である

と感じており､ 従来の情報共有に比べて質の

高い情報共有が行えていると感じていること

が語られた｡ 一方で､ 多くの支援者は支援対

象児が適応的に過ごせている様子を報告する

傾向があり､ 支援者や保護者の困り感に対し

て、コミットしにくくなる傾向が語られた｡ 

<行動援護職員 B>  支援を行う上で悩むこと

が多かったが､ サイボウズの掲示板を確認し

ながら支援を行うことで、その悩みが減った

ことが語られた。また、文字だけでなく画像

データもあることで、より情報がわかりやす

くなっていると感じている一方で、動画によ

る情報共有のほうがよりわかりやすいと感じ



ていることが語られた。 

<行動援護職員 C>  過去の情報を見返すこと

で､ 現在行われている支援や使用されている

グッズの経緯が画像つきでわかることがメリ

ットであると述べていた｡ 今まで､ 他の支援

者がどの様な支援を行っているかが不透明で

あったが､ サイボウズを利用することでそれ

が明らかになり､ 支援の参考にすることがで

きることが語られた｡ 

<障害者通所施設職員> 複数の支援機関が関

わって情報共有をしていることが目に見えて

わかり、支援者として安心することが語られ

た。サイボウズでのやり取りは印刷して職員

と共有しているとのことであった。 

<デイサービス職員> 掲示板に自らレスをす

ることはなかったが、支援に入る前にサイボ

ウズを確認しており、画像つきで他の支援者

や保護者の書き込みが残っているためわかり

やすいと感じているとのことであった。共通

の支援方法がある場合は、動画等でそれが共

有されているとより良いと感じていることが

語られた。 

<サービス管理責任者> 支援対象児に対して

現在多くの支援者が関わっているが、今まで

場所や機会があまりなく十分な情報共有がで

きておらず、従来の情報共有は漠然としてい

たと感じていることが語られた。サイボウズ

を利用することで、サービス管理責任者とし

ての職務の多くをカバーすることができ、行

政への報告も楽になったことが語られた。一

方で、支援者一人ひとりがポリシーを持って

支援を行っているため、支援者同士での情報

共有は円滑には行かないと感じていることが

述べられた。 

<半数以上の方から挙げられた内容> 支援対

象児は特別支援学校の小学部ということもあ

り、日中の大半を学校で過ごしている。学校

の担任教師は、行動援護の職員が支援に入る

直近の支援対象児の様子を把握しており、そ

の日の学校での様子を支援者が知ることがで

きればより適切な支援が行えると考えてい

る。学校教員は個人情報保護などの観点から

サイボウズへのアクセスができ兄ということ

であったが、今回の聞き取りを行った保護

者、サービス管理責任者、行動援護職員、デ

イサービス職員、作業療法士らの 8 名中 7 名

が、担任教師にネットを用いた情報共有の参

加を望んでいた。また、保護者、サービス管

理責任者、行動援護職員らは、情報共有を行

うメンバーに外部専門家が必要であることを

感じていた。 

<サイボウズへのアクセスについて> 

  障害者通所施設職員は、職場の端末からサ

イボウズにアクセスしており、その理由は上

司から職場の端末からアクセスするように伝

えられたわけではないが、サイボウズを確認

するタイミングが支援対象児の支援に入る前

であることから、結果的に職場の端末を利用

するようになったとのことであった。行動援

護職員ら 3 名はサイボウズに個人の携帯端末

を用いてアクセスしていることが述べられ

た。職場では、できるだけ個人の端末からア

クセスしないようにと通達があったが、利便

性から個人端末を利用しているとのことであ

った。デイサービス職員は個人の携帯端末を

用いてサイボウズにアクセスしており、上司

にサイボウズへのアクセスを行っていること

を伝えていないことが語られた。サービス管

理責任者は、職場の端末と個人の携帯端末の

両方でアクセスしていることが語られた。極

力職場の端末を利用しているが、利便性から

個人の携帯端末を利用していることもあると

のことであった。 

2)掲示板への書き込みの分析 

投稿者別の掲示板への書き込み件数をまとめ

たものが図 1-1 である。殆どの月において母

親の書き込み件数が一番多く、次点はほぼ同

列で支援者と筆者であった。近似曲線は母親

(y=0.1084x+9.5455) 、 支 援 者 (y=0.1608x+ 

4.6212)共にやや上昇傾向、筆者(y = -

0.0769x +5.5) は 減 少 傾 向 、 父 親 (y=-

0.0035x+1.7727)はほぼ横ばいであった。ま

た、月ごとの平均書き込み件数も上昇傾向で



あった。 

   投稿者別の掲示板への書き込みに対する

「いいね」の件数を月ごとに集計したものが

図 1-2 である。全体的に上昇傾向であり、月

ごとの平均「いいね」数も上昇傾向であっ

た。 
 投稿者別の書き込み内容をまとめたものが

表 1-1 である。母親(M)と父親(F)は「外での

子供の様子」についての書き込みが最も多

く、次点は「家庭内での子供の様子」であっ

た。筆者(A)は「他のレスに対する感想」が

最も多く、次点は「他のレスに対する質問」

であった。行動援護職員(AS)は「支援時の子

供の様子」が最も多く、次点は「質問や助言

への回答」であった。サービス管理責任者

(SMO)は「支援グッズについて」のレスが 2
件、「他のレスに対する感想」1件であった。

デイサービス職員(DC)は「支援時の子供の様

子」が最も多かった。作業療法士(OT)は「支

援対象児の機能訓練」についてのレスが 6
件、「支援グッズについて」が 4 件であっ

た。 
  画像のアップロード件数は両親、デイサー

ビス職員、作業療法士の順番で多く、両親と

デイサービス職員がアップロードした画像

は、支援対象児の様子を撮ったものがほとん

どであった。掲示板上で食事支援の話題が出

た際は、両親とデイサービス職員が実際に支

援している場面を撮った画像をアップロード

している。また、作業療法士がアップロード

した画像は、現在行っている課題や支援グッ

ズについての画像がメインであった。 
 
D．考察 
 保護者を含む多くの支援者がサイボウズで

得た情報を元に支援を行っており、サイボウ

ズを利用することで、支援対象児についての

情報が多く得られるようになったことが語ら

れた。また、複数の支援者が統一した支援や

配慮をすることで、保護者は支援者のサービ

スの質が向上したと感じるようになったこと

も語られた。具体的には、「他の支援者の支

援や関わり」「現在行われている支援や配慮

の経緯」「画像による情報」が支援者にとっ

て参考となる情報であることが示されてお

り、これらの情報が定期的に得られること

で、支援を行う上での戸惑いが減少すること

が示された。一方で、デイサービス職員がサ

イボウズ上で行われる支援対象児の報告は、

適応的に生活できている状態を報告する傾向

が強くあり、支援対象児と保護者が抱えてい

る困難にコミットした情報のやり取りが行い

にくくなる可能性が示された。また、サイボ

ウズの運用をメインで行っている両親の書き

込みが減ると、その他のメンバーの書き込み

も減ってしまう可能性が示されており、円滑

な情報共有を行うためには、両親以外の構成

員による定期的な投稿の促しが必要であるこ

とが考えられる。そのため、外部専門家やサ

ービス管理責任者のような連携を促しやすい

立場の者が、保護者や支援者に対して定期的

に困り感を聴取したり、必要に応じてレスに

質問を行ったりすることで、情報共有の質を

上げることで、より有意義な情報共有が可能

になることが考えられる。 

  本事例における行動援護を行っている職員

は､夕方以降に支援することがほとんどで､今



まで保護者と口頭での情報共有を行っていた

が､サイボウズの利用により､予め支援対象児

の行動を予測して支援に取り組めるようにな

ったことが示された｡支援対象児は強度行動

障害をと重度知的障害を持っており､気分や

調子のムラが大きいことから､学校を含む各

支援者により頻回な報告を行ってほしいと感

じているとのことであった｡しかしながら､現

在掲示板で行われている情報のやり取りは､

文章と画像がメインであり､頻回な掲示板上

での報告は支援者にとって負担となることが

考えられる｡食事の様子や排便頻度など､日常

的に行われる支援上必要な記録と報告を簡単

に行えるアプリケーションがあればというニ

ーズがあげられた｡ 

 サイボウズ利用によって､今までサービス管

理者が行っていた業務の一部や､行動援護の

業務形態上難しいことが示された職場内で情

報交換の機会となっていることが示された。

一方で、面接を行った支援者の多くが個人端

末を用いてサイボウズにアクセスしており、

個人情報流出のリスクを低減させるために

は、グループウェアを用いた多機関連携を行

う上でのルール(アップロードされた画像の

取扱や、上司の許可等)をまとめたガイドラ

インを作る必要性がある。ソフトウェア側で

アップロードされた情報や掲示板の内容をコ

ピーできないようにできれば良いが、それは

現実的ではない。父親からレスに対する返事

や「いいね」が無いことや遅いことが気にな

ることが語られており、レスを読んだら「い

いね」のクリックすることをガイドラインに

追加することでその問題は解消されることが

想定される。しかし、支援者にとってそれは

負担にもなりかねないため、グループウェア

の運営側が適宜支援者に合わせてガイドライ

ンをアレンジしていくことが重要になってい

くと思われる。 

 日中を学校で過ごしている支援対象児の様

子は､放課後支援をする保護者と支援者にと

って､支援を行いやすくする情報であること

が示されている｡そのため､ 学校の担任教師

からの情報を求める声が多く上がっており､

学校との連携は大きな課題である。 

E. 結論 
  グループウェアを用いたネット上での多機

関連携は、支援者の支援サービスの質を高め

るだけでなく、支援者の業務をサポートする

可能性が示された。一方で、多くの支援者

は、支援対象児の適応的な様子を報告する傾

向があり、保護者や支援者の困り感にコミッ

トしにくい傾向に陥りやすいことが示唆され

た。グループウェアをメインで運用している

両親の書き込みの数が減ると、他の構成員の

書き込みも減る傾向があるので、必要に応じ

て外部専門家やサービス管理責任者のような

連携を促しやすい構成員が書き込みを促すこ

とで、途切れのない情報共有を行うことがで

きる可能性が示された。利便性から個人端末

を利用している支援者が多くおり、個人情報

保護の観点からグループウェアへのアクセス

を行う上でのガイドラインを制定する必要性

があることが示された。学校のグループウェ

アへの参加はほとんどの参加者が望んでいる

一方で、その実現は大きな課題であることが

示された。 
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研究要旨 

英国における親が設立した行動障害支援協会（The Challenging Behavior Foundation; 

CBF）を訪問し、行動障害への支援システムや理解啓発の方法に関する実地調査を行った。

行動障害支援協会は国や学術機関、民間支援団体と協働しながら、行動障害児者とその家

族への支援事業を幅広く展開していた。家族支援では、情報提供、電話や E メールでの相

談、メンターによる支援、メールネットワークの管理を行っていた。専門家養成では、ワ

ークショップを運営し、広く情報を提供していた。理解啓発では、支援関係者等と組織を

起ち上げ、行動障害の科学的エビデンスの収集やベストプラクティスの共有を行い、地域

行政や政府に対して啓発やアドボケーションを図っていた。これらの調査結果から、わが

国における行動障害支援システムの実装に向けて、行動障害の理解啓発と支援定着のため

の具体的な戦略を検討する必要が示された。特に行動障害のある人の家族への支援として、

保護者に対する行動障害についての正しい理解や権利擁護に関する情報提供の推進、家族

と医療、教育、福祉などの関係者との協働研究の推進が重要であることが示唆された。 

 

 

A．研究目的 

 Positive Behavioral Support (PBS)は、ア

セスメントを実施し包括的な支援を提供する、

行動問題に対する多層的、予防的なアプロー

チであり、環境を再構築することに焦点化す

る（Powell, Dunlap, & Fox, 2006）。その中

心的な方法論は、行動問題の機能的アセスメ

ントに基づく包括的な行動支援計画の立案で

あるとされている（Horner & Carr, 1997）。

これまで多くの成果が示されているが、それ



 
 

らの方法論やシステムをわが国の現状に応じ

たものとしてどう実装するかが課題であると

考えられる。 

 そこで本研究では、英国における親が設立

した行動障害支援協会を訪問し、行動障害へ

の支援システムや理解啓発の方法に関する実

地調査を行い、それらの結果をもとにわが国

の行動障害支援システムの社会実装の方向性

について考察することを目的とした。 

 

B．研究方法 

2016 年 12 月 12 日に行動障害支援協会

（The Challenging Behavior Foundation; 

CBF）を視察した。協会の事務局を見学した後、

設立者であり最高経営責任者である Vivien 

Cooper 氏、家族支援マネージャーの Holly 

Young 氏、財務および管理マネージャーの

Helen Marron 氏へのインタビューを第一著

者・第二著者が行った。行動障害児者の家族

への支援、および理解啓発の実際について、

主に著者らによる質問への回答をもとに協議

が行われた。 

 

C．研究結果 

１．行動障害支援協会の概要 

行動障害支援協会は Vivien Cooper 氏の

自宅の車庫を事務所にして 1997 年に設立さ

れた。英国では推定 27、000 人が行動障害を

持つと言われている。そのビジョンは、

Challenging Behavior（挑戦的行動とも訳さ

れるが本報告では CHB とする）を示す重度の

知的障害児者が支援を受けることで他の人と

同様の生活の機会を持ち、地域において活動

的な生活をできることである。そのためのミ

ッションは CHB についての家族に対する情報

提供や支援により、家族自身をエンパワーす

ること、CHB を示す重度の知的障害児者に対

してより良いサービスやより多くの活動機会

を提供することである。 

協会は、Cooper 氏を最高経営責任者とし、

情報提供や相談活動を行う家族支援部門、国

や自治体に政策を提言する政策部門、資金管

理を担う財政部門、助成金による研究推進を

図る資金調達部門の主に 4 部門から構成され

ている。現在、インターンの職員を含め 17

名のスタッフがいる。年間予算は約 40 万ポン

ド（5600 万円）であり、それらは寄付や助成

金によって予算が確保されている。 

２．行動障害支援協会の役割 

協会は国や学術機関、民間支援団体と協働

しながら、行動障害児者とその家族への支援

事業を幅広く展開している。役割として、家

族支援、専門家養成、理解啓発が挙げられる。 

１）家族支援 

第一に、協会は CHB の理解や支援に関する

実践的な情報を家族に提供している。ニュー

スレターや DVD を含め、多くの資料が Web

サイトからダウンロードできるようになって

いる。CHB の理解や支援に関する情報、教育・

福祉・医療に関する情報、ケアホームなど移

行に関する情報、法律、家族の権利や意思決

定に関する情報についてのシートが作成され

ている。 

第二に、家族支援ワーカーが、電話や E メ

ールで相談を行い、個々の家族や行動障害児

者の実態に応じた支援や情報を提供している。



 
 

その際、個々の家族に直接的に介入すること

はなく、支援の必要度に応じて各地域の行動

支援チームなど支援機関を紹介している。例

えば、親が学校との連携において困難を抱え

た場合、地域の行動支援チームが家族ととも

に学校に対応する。年間相談件数は約 1500

件あるが、DVD の送付などの情報提供ケース

を含めると正確な実数は不明ということであ

った。 

第三に、協会はメンターを紹介しピアサポ

ートを提供したり、ホストファミリーの紹介

や訓練をしたりしている。さらに、E メール

によりいつでも親同士が相談し合うことがで

きるネットワークの管理を行っている。E メ

ールネットワークについては 2 名のスタッフ

が管理し、例えばある親の相談に対する他の

親の回答に関して内容の精査を行っている。 

２）専門家養成 

協会は、専門家や家族の支援者に対して、

ワークショップを運営している。家族支援マ

ネージャーの Young 氏が中心になり、行動障

害支援協会の事務局だけでなく、特別支援学

校などロンドン市内の多くの場でワークショ

ップを実施している。ワークショップは、PBS

に基づき、CHB の理解を促すパートと機能的

アセスメント、予防的方略、行動支援計画作

成のための基礎スキルを学ぶパートに分かれ

ている。その他に、CHB の代替行動としての

コミュニケーションの内容や方法を扱うワー

クショップもある。ケント大学の Tizard 

Center 等の研究機関と連携しながらワーク

ショップの効果検証が行われており、これま

でワークショップに参加した専門家や支援者

は知的障害者の挑戦的行動を減らし成果を生

み出してきた（Gore & Umizawa, 2011）。

また、協会は、家族と同様に専門家に対して

も CHB の理解や支援に関する実践的な情報を

提供し、専門家や家族の代理人のための支援

ガイドやアドボカシーガイドを作成している。

さらに、専門家や家族の支援者のためのメー

ルネットワークを運営している。 

３）理解啓発および政策提言 

理解啓発の取り組みは重点的に行われてお

り、研究をもとにエビデンスを積み重ね、協

会は国に対して様々な政策提言を行っている。

そのため、CHB を示す人々に対する高い質の

支援を促すために、行動障害国家戦略グルー

プ（The Challenging Behaviour - National 

Strategy Group; CB-NSG）を起ち上げて活動

している。CB-NSG は、行動障害児者が充実

した生活を送るための支援を受ける権利を獲

得することを目的とし、様々な障壁を取り除

くために活動している。コアメンバーは、家

族団体、当事者団体、専門機関団体、研究者

団体、サービスプロバイダーや実務者団体な

どが名を連ねている。CB-NSG の運営委員会

は、コアメンバーに対し、行動障害の科学的

エビデンスの収集やベストプラクティスの共

有を行い、地域行政や政府に対して啓発を図

る。年二回の会議が開かれている。 

英国では2011年にWinterbourne View 病

院において障害のある人たちに対する精神的、

身体的な虐待事件が起きた後から、協会は病

院・施設から地域生活への移行を促進するた

めの様々な啓発や提言を行ってきた。その際、

CHB を示す個人やその家族のニーズを強調す 



 
 

るために、家族が置かれる現状を訴えている。 

３．支援充実のための検証に向けた取り組み 

実践の向上を目的とし、様々な実践研究の

プロジェクトが実施されている。早期介入プ

ロジェクトでは、効果的な早期介入を長期的

に促進するための必要な要素を整理するため、

ベストプラクティスが特定され、効果的な介

入や資源を同定し、行動障害に対する研修内

容や方法が開発されている。アドボカシー（権

利擁護）プロジェクトは行動障害のある子ど

もや成人、そして家族のための効果的なアド

ボカシーを提供する方法を模索するモデル事

業である。その他に就労支援など複数のプロ

ジェクトが展開されている。研究者と協働し、

研究プロジェクトとして実施されているもの

としては、行動障害支援の質の向上を目的と

した支援者養成に関する研究、保健サービス

の質の向上を目的とした研究、PBS やアクセ

プタンス＆コミットメント・セラピー

（Acceptance and Commitment Therapy: 

ACT）による支援が家族のレジリエンスに与

える影響を検討する研究、学校卒業後の移行

先に関する調査研究などがある。 

なお、英国の行動障害支援協会を母体とし、

日本行動障害支援協会が平成 27 年度から活

動を開始している。ゲラ弘美氏が代表者とな

り、NPO への申請準備を進めている。 

 

D．考察 

 行動障害支援協会は行動障害児者とその家

族への支援事業を幅広く展開し、家族支援、

専門家養成、アドボケイトや理解啓発を行っ

ていた。その中でも、特に理解啓発の取り組

みを重視し、重度の知的障害児者の望ましい

生活の変化を生み出すことをビジョンに掲げ、

様々な団体や専門家と協働した組織である

CB-NSGの活動をもとに積極的に政策提言を

行っていた。わが国においても、これまで発

達障害のある人に対する教育や福祉施策の発

展は、行政に向けた要望、社会に向けた啓発

活動を通して支援の仕組みを創り出してきた

親の尽力によるものと考えられる（遠山，

2011）。今後はこうした親を含めた当事者団体

の活動をより推進するような専門機関との協

力体制を構築していく必要があるだろう。 

また行動障害支援協会の活動は家族に向け

た支援と権利擁護を重視し、家族の権利や意

思決定に関する情報を多く提供している。わ

が国においては、このような行動障害児者の

家族に向けた権利擁護に関する情報発信や家

族支援の仕組みは乏しく、今後の充実が求め

られる。 

具体的には、学校との連携において、教師

に対して必要な支援を求めていく適切なコミ

ュニケーションの内容や方法についての保護

者向けの研修プログラムを充実させること、

行動障害の意味や、機能的アセスメントを含

めた行動障害の理解や支援に関する知識や技

術の提供を親に対しても積極的に行っていく

ことなどである。 

行動障害支援協会は行動障害児者への支援

充実のための政策とそのための基礎研究を、

家族団体、当事者団体、専門機関団体、研究

者団体など多様な関係者と協働して推進して

いた。施策提言や支援制度を充実させること

を目的としたエビデンスを積み上げるために



 
 

わが国においても、親の会など保護者と協働

した研究の展開が望まれる。 
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